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務課 
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務課 

3 31 4 奈良市公報号外第 14号に掲載 文化財課 

3 31 5 奈良市公報号外第 14号に掲載 建築指導課、保健・環

境検査課 

3 31 6 奈良市公報号外第 14号に掲載 保育所・幼稚園課、保

育総務課 

3 31 7 奈良市公報号外第 14号に掲載 子ども育成課 

3 31 8 奈良市公報号外第 14号に掲載 障がい福祉課 

3 31 9 奈良市公報号外第 14号に掲載 保健衛生課、建築指導

課 

3 31 10 奈良市公報号外第 14号に掲載 国保年金課 

3 31 11 奈良市公報号外第 14号に掲載 環境政策課 

3 31 12 奈良市公報号外第 14号に掲載 地域づくり推進課 

3 31 13 奈良市公報号外第 14号に掲載 スポーツ振興課 

3 31 14 奈良市公報号外第 14号に掲載 環境政策課 

3 31 15 奈良市公報号外第 14号に掲載 土木管理課、公園緑地

課 

3 31 16 奈良市公報号外第 14号に掲載 消防局総務課 

規   則 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 16 10 奈良市公報号外第 15号に掲載 子ども育成課 

3 16 11 奈良市公報号外第 15号に掲載 子ども育成課 

3 22 12 奈良市公報号外第 15号に掲載 観光戦略課 

3 27 13 奈良市公報号外第 15号に掲載 総務課 
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3 31 14 奈良市公報号外第 15号に掲載 総務課 

3 31 15 奈良市公報号外第 15号に掲載 人事課 

3 31 16 奈良市公報号外第 15号に掲載 総務課 

3 31 17 奈良市公報号外第 15号に掲載 共生社会推進課 

3 31 18 奈良市公報号外第 15号に掲載 人事課 

3 31 19 奈良市公報号外第 15号に掲載 地域づくり推進課 

3 31 20 奈良市公報号外第 15号に掲載 契約課 

3 31 21 奈良市公報号外第 15号に掲載 総務課 

3 31 22 奈良市公報号外第 15号に掲載 人事課 

3 31 23 奈良市公報号外第 15号に掲載 人事課 

3 31 24 奈良市公報号外第 15号に掲載 会計課 

3 31 25 奈良市公報号外第 15号に掲載 保育所・幼稚園課 

3 31 26 奈良市公報号外第 15号に掲載 保育総務課、子ども支

援課 

3 31 27 奈良市公報号外第 15号に掲載 斎苑管理課 

3 31 28 奈良市公報号外第 15号に掲載 介護福祉課 

3 31 29 奈良市公報号外第 15号に掲載 廃棄物対策課 

3 31 30 奈良市公報号外第 15号に掲載 環境政策課 

3 31 31 奈良市公報号外第 15号に掲載 スポーツ振興課 

3 31 32 奈良市公報号外第 15号に掲載 環境政策課 

3 31 33 奈良市公報号外第 15号に掲載 消防局総務課 

3 31 34 奈良市公報号外第 15号に掲載 消防局総務課 

3 31 35 奈良市公報号外第 15号に掲載 消防局総務課 

3 31 36 奈良市公報号外第 15号に掲載 消防局総務課 

告   示 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 16 99 開発行為に関する工事の完了 開発指導課 

3 16 100 生活保護法の規定による施術者からの事業の廃止の届出 保護課 

3 16 101 生活保護法の規定による施術者の指定 保護課 

3 17 102 放置自転車等の処分 環境政策課 

3 22 103 奈良市公報号外第 16号に掲載 総務課 

3 23 104 令和４年度奈良市一般会計補正予算等の要領 財政課 

3 23 105 令和５年度奈良市一般会計予算等の要領 財政課 

3 23 106 農用地利用集積計画の決定 農政課 

3 23 107 指定管理者の指定 都 行政センター地

域振興課 

3 23 108 指定管理者の指定 都 行政センター地

域振興課 
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3 23 109 指定管理者の指定 都 行政センター地

域振興課 

3 23 110 指定管理者の指定 都 行政センター地

域振興課 

3 23 111 奈良市公報号外第 16号に掲載 保育所・幼稚園課 

3 24 112 差押調書の公示送達 滞納整理課 

3 24 113 徴収事務の委託 文化振興課 

3 24 114 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 115 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 116 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 117 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 118 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 119 指定管理者の指定 文化振興課 

3 24 120 奈良市公報号外第 16号に掲載 子ども育成課 

3 27 121 令和５・６年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加

資格審査申請要領（追加受付） 

契約課 

3 27 122 奈良市公報号外第 16号に掲載 子ども政策課 

3 27 123 差押調書の公示送達 滞納整理課 

3 27 124 差押調書の公示送達 滞納整理課 

3 28 125 差押調書の公示送達 滞納整理課 

3 29 126 奈良市公報号外第 16号に掲載 子育て相談課 

3 29 127 奈良市公報号外第 16号に掲載 危機管理課 

3 29 128 奈良市公報号外第 16号に掲載 保育所・幼稚園課 

3 29 129 奈良市公報号外第 16号に掲載 建築指導課 

3 29 130 奈良市公報号外第 16号に掲載 建築指導課 

3 29 131 奈良市公報号外第 16号に掲載 建築指導課 

3 29 132 奈良市公報号外第 16号に掲載 建築指導課 

3 29 133 奈良市公報号外第 16号に掲載 子ども育成課 

3 29 134 奈良市公報号外第 16号に掲載 危機管理課 

3 29 135 奈良市公報号外第 16号に掲載 産業政策課 

3 29 136 奈良市公報号外第 16号に掲載 産業政策課 

3 29 137 奈良市公報号外第 16号に掲載 母子保健課 

3 30 138 認可地縁団体からの告示事項の変更の届出 地域づくり推進課 

3 31 139 奈良市公報号外第 16号に掲載 総合政策課 

3 31 140 市道路線の廃止 土木管理課 

3 31 141 市道路線の認定 土木管理課 

3 31 142 道路の区域決定 土木管理課 

3 31 143 道路の供用開始 土木管理課 
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3 31 144 道路の区域変更 土木管理課 

3 31 145 道路の供用開始 土木管理課 

3 31 146 道路の区域変更 土木管理課 

3 31 147 道路の供用開始 土木管理課 

3 31 148 道路の区域決定 土木管理課 

3 31 149 道路の供用開始 土木管理課 

3 31 150 道路の占用を制限する区域の指定 土木管理課 

3 31 151 開発行為に関する工事の完了 開発指導課 

3 31 152 奈良市公報号外第 16号に掲載 健康増進課 

3 31 153 奈良市公報号外第 16号に掲載 廃棄物対策課 

3 31 154 指定管理者の指定 障がい福祉課 

3 31 155 放置自転車等の保管 環境政策課 

3 31 156 放置自転車等の保管 環境政策課 

訓  令  甲 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 17 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 人事課 

3 22 2 奈良市公報号外第 17号に掲載 人事課 

3 30 3 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 4 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

監   査 

月 日 番号  件 名 
 

3 24 3 奈良市公報号外第 17号に掲載 

3 30 4 監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知 

3 30 5 包括外部監査の結果に関する報告の公表 

3 31 6 定期監査の実施 

3 31 7 定期監査の実施 

公 平 委 員 会 

月 日 番号  件 名 
 

3 31 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 

3 31 2 奈良市公報号外第 17号に掲載 

固定資産評価審査委員会 

月 日 番号  件 名 
 

3 27 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 

公 営 企 業 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 16 17 奈良市企業局指定給水装置工事事業者の指定 共同事務推進課 

3 23 3 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 
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3 23 4 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 23 5 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 27 18 令和５・６年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加

資格審査申請要領（追加受付） 

経営企画課 

3 30 6 奈良市公報号外第 17号に掲載 給排水課 

3 30 7 奈良市公報号外第 17号に掲載 下水道事業課 

3 30 8 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 30 9 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 31 10 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 31 11 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 31 12 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

3 31 13 奈良市公報号外第 17号に掲載 企業総務課 

消 防 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 31 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 2 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

消 防 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 31 2 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 3 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 4 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 5 奈良市公報号外第 17号に掲載 総務課 

3 31 6 奈良市公報号外第 17号に掲載 消防課 

教 育 委 員 会 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 20 4 定例教育委員会の開催 教育政策課 

3 24 5 奈良市公報号外第 17号に掲載 文化財課 

3 27 2 奈良市公報号外第 17号に掲載 教育総務課 

3 29 3 奈良市公報号外第 17号に掲載 教育政策課 

3 29 4 奈良市公報号外第 17号に掲載 教育政策課 

3 29 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 教育政策課 

3 29 6 指定管理者の指定 地域教育課 

選 挙 管 理 委 員 会 

月 日 番号  件 名 
 

3 22 2 選挙権を有する者の 50分の１の数等 

3 22 3 奈良県知事選挙における公営ポスター掲示場の設置 
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3 23 4 奈良県知事選挙における候補者の氏名等を掲載する順序を定めるくじを行う日時

等 

3 23 5 奈良県知事選挙における期日前投票所の設置 

3 23 6 奈良県知事選挙における不在者投票の記載場所 

3 23 7 奈良県知事選挙における本市開票区の開票立会人を定めるくじを行う日時等 

3 23 8 奈良県知事選挙における期日前投票所の投票管理者等の選任 

3 30 9 選挙権を有する者の 50分の１の数等 

3 30 10 奈良県議会議員選挙における公営ポスター掲示場の設置 

3 30 11 奈良県知事選挙における期日前投票所の投票管理者の職務を代理すべき者の変更 

3 30 12 奈良市公報号外第 17号に掲載 

3 31 13 奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における本市各投票区の投票所の設置 

3 31 14 奈良県議会議員選挙における候補者の氏名等の掲載の順序を定めるくじを行う日

時等 

3 31 15 奈良県議会議員選挙における期日前投票所の設置 

3 31 16 奈良県議会議員選挙における不在者投票の記載場所 

3 31 17 奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における本市各投票区の投票管理者等の

選任 

3 31 18 奈良県議会議員選挙における期日前投票所の投票管理者等の選任 

3 31 19 奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における本市開票区の開票管理者等の選

任 

3 31 20 奈良県議会議員選挙における本市開票区の開票立会人を定めるくじを行う日時等 

3 31 21 奈良県議会議員選挙における本市開票区の開票の日時等 

農 業 委 員 会 

月 日 番号  件 名 
 

3 20 1 農地法の規定に基づく別段の面積の公示の廃止 

3 24 4 奈良市公報号外第 17号に掲載 

議 会 

月 日 番号  件 名  主 管 

3 31 1 奈良市公報号外第 17号に掲載 議会総務課 
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告   示 

奈良市告示第 99号 

 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 令和 5年3月16日  

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 許可の年月日及び番号 

令和 4年6月20日 奈良市指令整開 第22A-2号      

令和 5年2月6日 奈良市指令整開 第22A-2-1号  

2 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為 令和5年3月16日 第1838号 

公共施設 令和5年3月16日 第919号 

3 開発区域に含まれる地域 

 奈良市五条畑一丁目 597番1、597番2、597番3、597番4、610番9、610番31、610番32、610番33、610番34、

610番35及び610番36 

4 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 奈良市宝来三丁目 6番8号  

松田 泰憲 

奈良市宝来三丁目 6番35号  

松田 美惠子 

5 公共施設の種類、位置及び区域 

 道 路：奈良市五条畑一丁目 597番1、597番2及び610番9 

 水 路：奈良市五条畑一丁目 610番31 

 下水道：奈良市五条畑一丁目 597番1、597番2及び610番9の各一部 

（令和 5年3月16日掲示済） 

 

奈良市告示第 100号 

 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 55条第 2項において準用する同法第 50条の 2の規定により施術者から

事業を廃止した旨の届出があったので、同法第 55条の3の規定により次のとおり告示する。 

 令和 5年3月16日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

指定施術者の氏名 
廃止した施術の種類 廃止年月日 

施術所の名称 施術所の所在地 

五島 純 

柔道整復 
令和5年 

1月4日 寿楽鍼灸整骨院 
奈良県奈良市西大寺国見町一丁

目2番9号 

（令和 5年3月16日掲示済） 

 

奈良市告示第 101号 

 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 55条第 1項の規定により、施術者の指定をしたので、同法第 55条の 3

の規定により告示する。 

 令和 5年3月16日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

指定施術者の氏名 
施術の種類 指定年月日 

施術所の名称 施術所の所在地 
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守田 清美 

あんま 
令和5年 

1月20日 寿楽鍼灸整骨院 
奈良県奈良市西大寺国見町一丁

目2番9号 

守田 清美 

はり・きゅう 
令和5年 

1月20日 寿楽鍼灸整骨院 
奈良県奈良市西大寺国見町一丁

目2番9号 

（令和 5年3月16日掲示済） 

 

奈良市告示第 102号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第 10条第 3項の規定により利用者又は

所有者から引取りのない自転車等を次のとおり処分するので、奈良市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（昭

和59年奈良市規則第35号）第 5条の規定により告示する。 

 令和 5年3月17日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 処分の根拠 

移動日から 60日経過したにもかかわらず、引取りがないため。 

2 処分対象自転車等の保管場所 

奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

3 処分年月日 

令和 5年3月17日 

4 処分対象自転車等の移動年月日 

令和 4年8月3日、同月8日、同月 16日、同月25日及び同月 31日 

（令和 5年3月17日掲示済） 

 

奈良市告示第 104号 

 令和 5年奈良市議会3月定例会において成立した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和 22年法律第67号）第

219条第2項の規定により別紙のとおり公表する。 

 令和 5年3月23日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 令和4年度奈良市一般会計補正予算（第 9号） 

2 令和4年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第 3号） 

3 令和4年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第 2号） 
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（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 105号 

 令和 5年奈良市議会3月定例会において成立した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和 22年法律第67号）第

219条第2項の規定により、別紙のとおり公表する。 

 令和 5年3月23日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 令和5年度奈良市一般会計予算 

2 令和5年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計予算 

3 令和5年度奈良市国民健康保険特別会計予算 

4 令和5年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算 

5 令和5年度奈良市介護保険特別会計予算 

6 令和5年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算 

7 令和5年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算 

8 令和5年度奈良市病院事業会計予算 

9 令和5年度奈良市水道事業会計予算 

10 令和5年度奈良市下水道事業会計予算 
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令和 5年 4月 17日 
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－ 33 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 34 － 



令和 5年 4月 17日 
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－ 35 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 36 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 37 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 38 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 39 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 
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－ 44 － 
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－ 45 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 46 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 47 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 48 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 49 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 50 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 51 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 52 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 53 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 54 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 55 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 56 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 57 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 58 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 59 － 

 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 60 － 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 106号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律第 65号）第 18条第 1項の規定に基づき農用地利用集積計画を定めたの

で、同法第 19条の規定に基づき公告する。 

 令和 5年3月23日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 107号 

 奈良市都 交流センターの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月23日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市都 白石町1133番地 

  奈良市都 交流センター 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人 奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和7年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市都 交流センター条例（平成17年奈良市条例第40号）第3条に規定する事業の実施に関すること。 

(2) 交流センターの使用承認及び使用制限に関すること。 

(3) 交流センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 108号 

 奈良市都 農畜産物処理加工施設・奈良市都 農林水産物処理加工施設の指定管理者を指定したので、奈良市公の

施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次

のとおり告示します。 

 令和 5年3月23日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市針ヶ別所町 1025番地 

  奈良市都 農畜産物処理加工施設 

奈良市都 農林水産物処理加工施設 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市針ヶ別所町 670番地の 1 

  一般社団法人 針ヶ別所未来開発 

  代表理事 木村 好成 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市都 農畜産物処理加工施設及び奈良市都 農林水産物処理加工施設の利用届の受理及び利用制限に関
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すること。 

(2) 奈良市都 農畜産物処理加工施設及び奈良市都 農林水産物処理加工施設の施設及び附属設備の維持に関す

ること。 

(3) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 109号 

 奈良市都 生涯スポーツセンター等 4施設の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指

定の手続等に関する条例（平成 17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月23日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市都 白石町846番地の 5 

  奈良市都 生涯スポーツセンターコート 

  奈良市都 生涯スポーツセンター球技場 

  奈良市都 生涯スポーツセンター多目的コート 

  奈良市都 生涯スポーツセンタークラブハウス 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人 奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。 

(2) 施設及び設備の維持管理に関すること。  

(3) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 110号 

 奈良市都 体育館の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成 17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月23日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市都 白石町1161番地 

  奈良市都 体育館 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人 奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。 

(2) 施設及び設備の維持管理に関すること。  

(3) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月23日掲示済） 
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奈良市告示第 112号 

 国税徴収法（昭和 34年法律第 147号）第54条の規定に基づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべ

き者の住所等が不明のため送達することができないので、地方税法（昭和 25年法律第226号）第20条の2第1項の

規定により、次のとおり公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、総務部滞納整理課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和 5年3月24日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 送達をすべき文書 

 差押調書（謄本） 

2 送達を受けるべき者 

 省略 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 113号 

 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 158 号第 1 項の規定により、次のとおり徴収の事務を委託したの

で、同条第 2項の規定により告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 受託者及び徴収事務 

受託者 徴収事務 

奈良市三条本町 13番1号 

一般財団法人奈良市総合財団 

理事長 西谷 忠雄 

大和のわらべうた全集売払収入 

2 委託の期間 

受託者 徴収事務 

令和3年4月1日から令和6年3月31日まで 大和のわらべうた全集売払収入 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 114号 

 なら 100 年会館の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成 17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市三条宮前町 7番1号 

  なら100年会館 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 3年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) なら100年会館の事業の実施に関すること。 

(2) なら100年会館の使用承認及び使用制限に関すること。 
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(3) なら100年会館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 115号 

 奈良市ならまちセンターの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市東寺林町 38番地 

  奈良市ならまちセンター 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 3年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市ならまちセンター市民文化ホール（以下「市民文化ホール」という。）の事業の実施に関すること。 

(2) 市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。 

(3) 市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 116号 

 奈良市音声館の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市鳴川町 32番地の1 

  奈良市音声館 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 3年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市音声館の事業の実施に関すること。 

(2) 奈良市音声館の使用承認及び使用制限に関すること。 

(3) 奈良市音声館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 117号 

 奈良市美術館の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平
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成17年奈良市条例第85号）第 4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市二条大路南一丁目3番 1号 

  奈良市美術館 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町 13番1号 

  一般財団法人奈良市総合財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 3年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市美術館の事業の実施に関すること。 

(2) 奈良市美術館の使用承認及び使用制限に関すること。  

(3) 奈良市美術館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 118号 

 奈良市西部会館市民ホールの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関

する条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市学園南三丁目 1番5号 

  奈良市西部会館市民ホール 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市杉ヶ町 23番地 

  公益財団法人奈良市生涯学習財団 

  理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市西部会館市民ホール条例（平成12年奈良市条例第 14号）第3条に規定する事業の実施に関すること。 

  (2) 奈良市西部会館市民ホールの使用承認及び使用制限に関すること。 

 (3) 奈良市西部会館市民ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 119号 

 奈良市北部会館市民文化ホールの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等

に関する条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市右京一丁目 1番の4 

  奈良市北部会館市民文化ホール 
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2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市杏町 79番地の4 

  社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 

  会長 福井 重忠 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市北部会館条例（平成 16年奈良市条例第17号）第5条に規定する事業の実施に関すること。 

  (2) 奈良市北部会館市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。 

 (3) 奈良市北部会館市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 121号 

令和 5・6年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付）を次のように定めます。 

 令和 5年3月27日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

令和5・6年度 奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付） 

 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第167条の5第1項及び第167条の11第 2項の規定により、令和5・

6年度において、奈良市又は奈良市企業局が発注する物品の製造の請負、物件の買入れその他奈良市長又は奈良市公

営企業管理者が定める契約等の入札・見積合せに参加する者に必要な資格及び申請方法等を定めたので、入札・見積

合せに参加しようとされる方は、以下の要領により入札参加資格審査申請書（物品購入等）を提出してください。 

1 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。 

(2) 奈良市の市・県民税（法人においては法人市民税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。市外業者

においては所得税（法人においては法人税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。 

(3) 奈良市の国民健康保険料の滞納がないこと。 

(4) 法令等の規定により営業に関し免許、許可、登録、認可等を要する場合は、申請時において当該免許、許可、

登録、認可等を受けていること。 

(5) 申請者から提出された別表第 1に掲げる提出書類の審査によりその内容が適正と認められること。 

(6) 次のいずれにも該当しないもの 

ア 役員等（法人にあっては役員、支配人及び支店又は営業所（常時物品購入等の契約に関する業務を行う事務

所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下

同じ）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号。以下「法」と

いう。）第2条第6号に規定する暴力団員という。以下同じ。）である者 

イ 暴力団（法第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

る者 

ウ 役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的で、

暴力団又は暴力団員を利用している者 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴

力団の維持及び運営に協力し、又は関与している者 

オ ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者 

2 受付期間 令和5年4月3日（月）から令和 6年9月30日（月）まで 
3 申請方法 別表第1の書類をクリアーホルダー（A4）に入れ、郵送申請でのみ受付けます。 

  ※1 受付期間最終日までの消印有効とします。また、入札参加資格審査申請書受付票（受付時）、入札参加資格

審査結果通知書及び電子入札業者番号通知書（電子入札番号未送付者のみ）を送付しますので、住所・業者
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名・担当者名を明記し 84円切手を貼り付けた返信用封筒を 2通同封してください。（それぞれに切手が必要

です。） 

  ※2 同受付票（原本）、結果通知書（原本）、番号通知書は申請業者へ送付します。行政書士等による代理申請に

おいて、代理人の方にも同受付票（写し）及び結果通知書（写し）の郵送を必要とする場合は、郵送先住所、

氏名等を明記した返信用封筒をさらに 2通同封してください。（切手が必要です。） 

4 郵送先 

 〒630-8580 

 奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

 奈良市総務部契約課契約係 

5 登録有効期間 

 入札参加資格審査結果通知日から令和7年3月31日まで 

6 その他留意事項 

(1) 各証明書（写し）は、申請日以前 3箇月以内のものを提出してください。 

(2) 申請書等の記載内容を確認できない場合、又は提出書類が不足している場合には入札参加資格を保留します。 

(3) この登録制度について、審査後は業者名簿に登録されますが、直ちに発注があるという制度ではありません。 

(4) 提出書類の内容と事実が相違していることが後日に判明したときは、入札参加資格を取り消すことがありま

す。 

(5) 提出していただいた入札参加資格審査申請書内容は、奈良市情報公開条例に基づく非開示部分を除き公開しま

す。 

7 問い合わせ先  

奈良市総務部契約課契約係 電話番号0742-34-4743（ダイヤルイン） 

奈良市企業局企業総務課総務係 電話番号0742-34-5200（代表） 

 ※申請書1通で、奈良市及び奈良市企業局への登録が可能です。 
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（令和 5年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 123号 

 国税徴収法（昭和 34年法律第 147号）第54条の規定に基づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべ

き者の住所等が不明のため送達することができないので、地方税法（昭和 25年法律第226号）第20条の2第1項の

規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、総務部滞納整理課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和 5年3月27日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 送達をすべき文書 

 差押調書（謄本） 

2 送達を受けるべき者 

 省略 

（令和 5年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 124号 

 国税徴収法（昭和 34年法律第 147号）第54条の規定に基づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべ

き者の住所等が不明のため送達することができないので、地方税法（昭和 25年法律第226号）第20条の2第1項の

規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、総務部滞納整理課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和 5年3月27日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 送達をすべき文書 

 差押調書（謄本） 

2 送達を受けるべき者 

 省略 

（令和 5年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 125号 

 国税徴収法（昭和 34年法律第 147号）第54条の規定に基づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべ

き者の住所等が不明のため送達することができないので、地方税法（昭和 25年法律第226号）第20条の2第1項の

規定により、次のとおり公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、総務部滞納整理課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和 5年3月28日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 送達をすべき文書 

 差押調書（謄本）2通 

2 送達を受けるべき者 

 省略 

（令和 5年3月28日掲示済） 

 

奈良市告示第 138号 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 260条の 2第 11項の規定により押上町自治会から告示した事項の変更の

届出があったので、同条第10項の規定により次のとおり告示する。 

 令和 5年3月30日 
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    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 変更があった事項及びその内容 

2 変更の年月日 

 令和 5年 1月 22日 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市告示第 140号 

 道路法（昭和 27年法律第180号）第10条第1項の規定に基づき、令和 5年4月1日から次に掲げる市道の路線の

供用を廃止する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 起 点 終 点 

延長（ｍ） 

幅員（ｍ） 

1 中部第899号線 
奈良市あやめ池南三丁目 191 番

1地先から 

奈良市あやめ池南四丁目172番

1地先まで 

L=93.0 

W=6.0～6.9 

2 中部第1759号線 
奈良市中山町1487番1地先か

ら 

奈良市中山町1738番 6地先ま

で 

L=86.4 

W=6.1～8.1 

3 西部第944号線 奈良市中町3121番地先から 
奈良市中町3327番244地先ま

で 

L=716.6 

W=0.7～2.4 

4 西部第1453号線 
奈良市鶴舞東町657番33地先

から 

奈良市鶴舞東町657番 31地先

まで 

L=394.5 

W=10.0～10.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 141号 

 道路法（昭和 27年法律第 180号）第 8条第 1項の規定に基づき、令和 5年 4月 1日から次に掲げる路線を本市の

市道路線に認定する。その関係図書は、公示の日から1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 起 点 終 点 備考（ｍ） 

1 南部第725号線 
奈良市恋の窪一丁目607番12地

先から 
奈良市607番7地先まで 

L=44.2 

W=6.0～10.0 

2 南部第726号線 
奈良市大安寺二丁目 43 番 16 地

先から 

奈良市大安寺二丁目43番12地

先まで 

L=62.8 

W=6.0～8.0 

3 南部第727号線 
奈良市大安寺三丁目96番5地先

から 

奈良市大安寺三丁目85番10地

先まで 

L=28.8 

W=6.0～8.0 

4 南部第728号線 
奈良市出屋敷町 37 番 10 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番17地先ま

で 

L=28.6 

W=6.0～8.0 

5 南部第729号線 
奈良市出屋敷町 37 番 16 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番12地先ま

で 

L=25.4 

W=6.0～8.0 

6 南部第730号線 奈良市古市町1398番8地先から 
奈良市古市町 1398 番 2 地先ま

で 

L=20.7 

W=6.0～9.0 

7 南部第731号線 奈良市八条町848番1地先から 
奈良市八条町 848 番 23 地先ま

で 

L=126.0 

W=6.0～8.0 

変 更 事 項 変  更  前 変  更  後 

代表者の氏名 

及 び 住 所 

迎田 充弘 

奈良市押上町 10番地 

長田 吉史 

奈良市押上町 58番地 
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8 北部第822号線 
奈良市南京終町一丁目85番5地

先から 

奈良市南京終町一丁目 85番 34

地先まで 

L=110.2 

W=4.0 

9 北部第823号線 
奈良市大森西町 180 番地地先か

ら 

奈良市大森西町174番4地先ま

で 

L=97.1 

W=6.0 

10 北部第824号線 奈良市川上町563番16地先から 
奈良市川上町 563 番 20 地先ま

で 

L=128.1 

W=6.0～8.0 

11 北部第825号線 奈良市高畑町170番10地先から 
奈良市高畑町 165 番 21 地先ま

で 

L=62.3 

W=6.0～8.0 

12 北部第826号線 
奈良市南京終町四丁目 241 番 2

地先から 
奈良市桂木町295番2地先まで 

L=766.0 

W=16.0～18.0 

13 中部第899号線 
奈良市あやめ池南三丁目1434番

11地先から 

奈良市中あやめ池南四丁目

1440番16地先まで 

L=222.4 

W=6.0～6.9 

14 中部第1759号線 奈良市中山町1487番1地先から 
奈良市中山町 1736 番 2 地先ま

で 

L=115.7 

W=6.1～8.1 

15 中部第1766号線 
奈良市あやめ池南三丁目1440番

48地先から 

奈良市あやめ池南三丁目 1440

番47地先まで 

L=57.7 

W=6.0～8.0 

16 中部第1767号線 
奈良市あやめ池北三丁目1158番

7地先から 

奈良市あやめ池北三丁目 1158

番21地先まで 

L=74.2 

W=6.0～8.0 

17 中部第1768号線 奈良市押熊町647番1地先から 
奈良市押熊町 647 番 21 地先ま

で 

L=113.5 

W=6.0～8.0 

18 西部第1769号線 
奈良市平松二丁目 326 番 6 地先

から 

奈良市平松二丁目331番3地先

まで 

L=21.2 

W=6.0～8.0 

19 中部第1770号線 奈良市中山町1534番5地先から 
奈良市中山町 1534 番 9 地先ま

で 

L=34.2 

W=6.0～8.0 

20 中部第1771号線 奈良市疋田町529番10地先から 
奈良市疋田町 529 番 16 地先ま

で 

L=63.0 

W=6.0～8.0 

21 中部第1772号線 
奈良市疋田町五丁目450番10地

先から 

奈良市疋田町五丁目450番6地

先まで 

L=40.7 

W=6.0～8.0 

22 中部第1773号線 奈良市秋篠町930番8地先から 奈良市秋篠町936番3地先まで 
L=171.1 

W=6.0～8.0 

23 中部第1774号線 奈良市秋篠町934番3地先から 奈良市秋篠町934番6地先まで 
L=26.7 

W=6.0～8.0 

24 西部第1453号線 
奈良市鶴舞東町657番33地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 41 地先

まで 

L=462.0 

W=10.0～10.0 

25 西部第1510号線 
奈良市鶴舞東町657番43地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 31 地先

まで 

L=32.0 

W=4.4 

26 西部第1511号線 
奈良松陽台四丁目 1800 番 49 地

先から 

奈良市松陽台四丁目 1793 番地

先まで 

L=48.6 

W=6.0 

27 西部第1512号線 
奈良市学園新田町 2947 番 65 地

先から 

奈良市学園新田町2947番72地

先まで 

L=85.5 

W=6.0～8.0 

28 西部第1513号線 
奈良藤ノ木台三丁目 1 番 986 地

先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 977

地先まで 

L=73.4 

W=6.0～8.0 

29 西部第1514号線 
奈良市藤ノ木台三丁目 1 番 988

地先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 981

地先まで 

L=65.9 

W=6.0～8.0 
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30 西部第1515号線 
奈良市北登美ヶ丘六丁目1260番

1地先から 

奈良市北登美ヶ丘六丁目 1233

番2地先まで 

L=55.1 

W=6.0～11.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 142号 

 道路法（昭和 27年法律第180号）第18条第1項の規定に基づき、令和 5年4月1日から次のように道路の区域を

決定する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 起 点 終 点 備考（ｍ） 

1 南部第725号線 
奈良市恋の窪一丁目607番12地

先から 

奈良市恋の窪一丁目607番7地

先まで 

L=44.2 

W=6.0～10.0 

2 南部第726号線 
奈良市大安寺二丁目 43 番 16 地

先から 

奈良市大安寺二丁目43番12地

先まで 

L=62.8 

W=6.0～8.0 

3 南部第727号線 
奈良市大安寺三丁目96番5地先

から 

奈良市大安寺三丁目85番10地

先まで 

L=28.8 

W=6.0～8.0 

4 南部第728号線 
奈良市出屋敷町 37 番 10 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番17地先ま

で 

L=28.6 

W=6.0～8.0 

5 南部第729号線 
奈良市出屋敷町 37 番 16 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番12地先ま

で 

L=25.4 

W=6.0～8.0 

6 南部第730号線 奈良市古市町1398番8地先から 
奈良市古市町 1398 番 2 地先ま

で 

L=20.7 

W=6.0～9.0 

7 南部第731号線 奈良市八条町848番1地先から 
奈良市八条町 848 番 23 地先ま

で 

L=126.0 

W=6.0～8.0 

8 北部第822号線 
奈良市南京終町一丁目85番5地

先から 

奈良市南京終町一丁目 85番 34

地先まで 

L=110.2 

W=4.0 

9 北部第823号線 
奈良市大森西町 180 番地地先か

ら 

奈良市大森西町174番4地先ま

で 

L=97.1 

W=6.0 

10 北部第824号線 奈良市川上町563番16地先から 
奈良市川上町 563 番 20 地先ま

で 

L=128.1 

W=6.0～8.0 

11 北部第825号線 奈良市高畑町170番10地先から 
奈良市高畑町 165 番 21 地先ま

で 

L=62.3 

W=6.0～8.0 

12 北部第826号線 
奈良市南京終町四丁目 241 番 2

地先から 
奈良市桂木町295番2地先まで 

L=766.0 

W=16.0～18.0 

13 中部第899号線 
奈良市あやめ池南三丁目1434番

11地先から 

奈良市中あやめ池南四丁目

1440番16地先まで 

L=222.4 

W=6.0～6.9 

14 中部第1759号線 奈良市中山町1487番1地先から 
奈良市中山町 1736 番 2 地先ま

で 

L=115.7 

W=6.1～8.1 

15 中部第1766号線 
奈良市あやめ池南三丁目1440番

48地先から 

奈良市あやめ池南三丁目 1440

番47地先まで 

L=57.7 

W=6.0～8.0 

16 中部第1767号線 
奈良市あやめ池北三丁目1158番

7地先から 

奈良市あやめ池北三丁目 1158

番21地先まで 

L=74.2 

W=6.0～8.0 

17 中部第1768号線 奈良市押熊町647番1地先から 
奈良市押熊町 647 番 21 地先ま

で 

L=113.5 

W=6.0～8.0 

18 西部第1769号線 
奈良市平松二丁目 326 番 6 地先

から 

奈良市平松二丁目331番3地先

まで 

L=21.2 

W=6.0～8.0 
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19 中部第1770号線 奈良市中山町1534番5地先から 
奈良市中山町 1534 番 9 地先ま

で 

L=34.2 

W=6.0～8.0 

20 中部第1771号線 奈良市疋田町529番10地先から 
奈良市疋田町 529 番 16 地先ま

で 

L=63.0 

W=6.0～8.0 

21 中部第1772号線 
奈良市疋田町五丁目450番10地

先から 

奈良市疋田町五丁目450番6地

先まで 

L=40.7 

W=6.0～8.0 

22 中部第1773号線 奈良市秋篠町930番8地先から 奈良市秋篠町936番3地先まで 
L=171.1 

W=6.0～8.0 

23 中部第1774号線 奈良市秋篠町934番3地先から 奈良市秋篠町934番6地先まで 
L=26.7 

W=6.0～8.0 

24 西部第1453号線 
奈良市鶴舞東町657番33地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 41 地先

まで 

L=462.0 

W=10.0～10.0 

25 西部第1510号線 
奈良市鶴舞東町657番43地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 31 地先

まで 

L=32.0 

W=4.4 

26 西部第1511号線 
奈良松陽台四丁目 1800 番 49 地

先から 

奈良市松陽台四丁目 1793 番地

先まで 

L=48.6 

W=6.0 

27 西部第1512号線 
奈良市学園新田町 2947 番 65 地

先から 

奈良市学園新田町2947番72地

先まで 

L=85.5 

W=6.0～8.0 

28 西部第1513号線 
奈良藤ノ木台三丁目 1 番 986 地

先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 977

地先まで 

L=73.4 

W=6.0～8.0 

29 西部第1514号線 
奈良市藤ノ木台三丁目 1 番 988

地先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 981

地先まで 

L=65.9 

W=6.0～8.0 

30 西部第1515号線 
奈良市北登美ヶ丘六丁目1260番

1地先から 

奈良市北登美ヶ丘六丁目 1233

番2地先まで 

L=55.1 

W=6.0～11.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 143号 

 道路法（昭和 27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、令和 5年4月1日から次のように道路の供用を

開始する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 起 点 終 点 備考（ｍ） 

1 南部第725号線 
奈良市恋の窪一丁目607番12地

先から 

奈良市恋の窪一丁目607番7地

先まで 

L=44.2 

W=6.0～10.0 

2 南部第726号線 
奈良市大安寺二丁目 43 番 16 地

先から 

奈良市大安寺二丁目43番12地

先まで 

L=62.8 

W=6.0～8.0 

3 南部第727号線 
奈良市大安寺三丁目96番5地先

から 

奈良市大安寺三丁目85番10地

先まで 

L=28.8 

W=6.0～8.0 

4 南部第728号線 
奈良市出屋敷町 37 番 10 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番17地先ま

で 

L=28.6 

W=6.0～8.0 

5 南部第729号線 
奈良市出屋敷町 37 番 16 地先か

ら 

奈良市出屋敷町37番12地先ま

で 

L=25.4 

W=6.0～8.0 

6 南部第730号線 奈良市古市町1398番8地先から 
奈良市古市町 1398 番 2 地先ま

で 

L=20.7 

W=6.0～9.0 

7 南部第731号線 奈良市八条町848番1地先から 
奈良市八条町 848 番 23 地先ま

で 

L=126.0 

W=6.0～8.0 
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8 北部第822号線 
奈良市南京終町一丁目85番5地

先から 

奈良市南京終町一丁目 85番 34

地先まで 

L=110.2 

W=4.0 

9 北部第823号線 
奈良市大森西町 180 番地地先か

ら 

奈良市大森西町174番4地先ま

で 

L=97.1 

W=6.0 

10 北部第824号線 奈良市川上町563番16地先から 
奈良市川上町 563 番 20 地先ま

で 

L=128.1 

W=6.0～8.0 

11 北部第825号線 奈良市高畑町170番10地先から 
奈良市高畑町 165 番 21 地先ま

で 

L=62.3 

W=6.0～8.0 

12 中部第899号線 
奈良市あやめ池南三丁目1434番

11地先から 

奈良市中あやめ池南四丁目

1440番16地先まで 

L=222.4 

W=6.0～6.9 

13 中部第1759号線 奈良市中山町1487番1地先から 
奈良市中山町 1736 番 2 地先ま

で 

L=115.7 

W=6.1～8.1 

14 中部第1766号線 
奈良市あやめ池南三丁目1440番

48地先から 

奈良市あやめ池南三丁目 1440

番47地先まで 

L=57.7 

W=6.0～8.0 

15 中部第1767号線 
奈良市あやめ池北三丁目1158番

7地先から 

奈良市あやめ池北三丁目 1158

番21地先まで 

L=74.2 

W=6.0～8.0 

16 中部第1768号線 奈良市押熊町647番1地先から 
奈良市押熊町 647 番 21 地先ま

で 

L=113.5 

W=6.0～8.0 

17 西部第1769号線 
奈良市平松二丁目 326 番 6 地先

から 

奈良市平松二丁目331番3地先

まで 

L=21.2 

W=6.0～8.0 

18 中部第1770号線 奈良市中山町1534番5地先から 
奈良市中山町 1534 番 9 地先ま

で 

L=34.2 

W=6.0～8.0 

19 中部第1771号線 奈良市疋田町529番10地先から 
奈良市疋田町 529 番 16 地先ま

で 

L=63.0 

W=6.0～8.0 

20 中部第1772号線 
奈良市疋田町五丁目450番10地

先から 

奈良市疋田町五丁目450番6地

先まで 

L=40.7 

W=6.0～8.0 

21 中部第1773号線 奈良市秋篠町930番8地先から 奈良市秋篠町936番3地先まで 
L=171.1 

W=6.0～8.0 

22 中部第1774号線 奈良市秋篠町934番3地先から 奈良市秋篠町934番6地先まで 
L=26.7 

W=6.0～8.0 

23 西部第1453号線 
奈良市鶴舞東町657番33地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 41 地先

まで 

L=462.0 

W=10.0～10.0 

24 西部第1510号線 
奈良市鶴舞東町657番43地先か

ら 

奈良市鶴舞東町 657 番 31 地先

まで 

L=32.0 

W=4.4 

25 西部第1511号線 
奈良松陽台四丁目 1800 番 49 地

先から 

奈良市松陽台四丁目 1793 番地

先まで 

L=48.6 

W=6.0 

26 西部第1512号線 
奈良市学園新田町 2947 番 65 地

先から 

奈良市学園新田町2947番72地

先まで 

L=85.5 

W=6.0～8.0 

27 西部第1513号線 
奈良藤ノ木台三丁目 1 番 986 地

先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 977

地先まで 

L=73.4 

W=6.0～8.0 

28 西部第1514号線 
奈良市藤ノ木台三丁目 1 番 988

地先から 

奈良市藤ノ木台三丁目 1番 981

地先まで 

L=65.9 

W=6.0～8.0 

29 西部第1515号線 
奈良市北登美ヶ丘六丁目1260番

1地先から 

奈良市北登美ヶ丘六丁目 1233

番2地先まで 

L=55.1 

W=6.0～11.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 144号 
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 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第1項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の区域

を変更する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

変更 

前後

別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 
備考 

1 富雄阪奈線 
奈良市三碓三丁目 126番地先から 

奈良市三碓四丁目 79番2地先まで 

前 4.5～4.4 65.0  
後 5.7～4.4 65.0 

2 中町線 
奈良市藤ノ木台二丁目 511番1地先から 

奈良市千代ヶ丘三丁目 6番2地先まで 

前 5.0～5.0 79.3  
後 7.4～5.0 79.3 

3 北部第178号線 
奈良市春日野町 158番1地先から 

奈良市高畑町 1541番1地先まで 

前 3.0～2.2 16.5  
後 3.0～2.0 16.5 

4 北部第307号線 
奈良市南京終町 67番4地先から 

奈良市南京終町 37番1地先まで 

前 3.8～2.0 39.1  
後 2.8～2.0 10.4 

5 北部第308号線 
奈良市南京終町 62番1地先から 

奈良市南京終町 44番14地先まで 

前 4.1～4.1 16.8 
 

後 4.1～4.1 3.8 

6 中部第1342号線 
奈良市中山町 1617番11地先から 

奈良市中山町 1698番5地先まで 

前 6.1～4.2 99.7 
 

後 6.2～6.0 99.7 

7 中部第1190号線 
奈良市歌姫町 1807番1地先から 

奈良市歌姫町 1805番4地先まで 

前 
16.7～

16.4 
29.7 

 

後 
16.7～

11.2 
29.7 

8 中部第1511号線 
奈良市菅原東二丁目 349番地先から 

奈良市青野町 56番1地先まで 

前 
16.0～

16.0 
0.0 

 

後 
16.0～

16.0 
43.5 

9 西部第642号線 
奈良市中町 511番1地先から 

奈良市中町 508番9地先まで 

前 7.0～6.5 57.1  

後 8.5～6.5 57.1  

10 北部第557号線 
奈良市南京終町 38番3地先から 

奈良市南京終町 37番1地先まで 

前 3.6～3.5 13.7 
 

後 3.6～3.6 8.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 145号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の供用

を開始する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

延長（ｍ） 

幅員（ｍ） 

1 富雄阪奈線 奈良市三碓三丁目126番地先から 
奈良市三碓四丁目79番2地先

まで 

L=65.0 

W=5.7～4.4 

2 中町線 
奈良市藤ノ木台二丁目 511 番 1 地

先から 

奈良市千代ヶ丘三丁目 6 番 2

地先まで 

L=79.3 

W=7.4～5.0 

3 北部第178線 奈良市春日野町158番1地先から 
奈良市高畑町1541番1地先ま

で 

L=16.5 

W=3.0～2.0 
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4 北部第307号線 奈良市南京終町67番4地先から 
奈良市南京終町37番1地先ま

で 

L=10.4 

W=2.8～2.0 

5 北部第308号線 奈良市南京終町62番1地先から 
奈良市南京終町 44 番 14地先

まで 

L=3.8 

W=4.1～4.1 

6 中部第1342号線 奈良市中山町1617番11地先から 
奈良市中山町1698番5地先ま

で 

L=99.7 

W=6.2～6.0 

7 中部第1190号線 奈良歌姫町1807番1地先から 
奈良市歌姫町1805番4地先ま

で 

L=29.7 

W=16.7～11.2 

8 中部第1511号線 
奈良市菅原東二丁目 349 番地先か

ら 
奈良市青野町56番1地先まで 

L=43.5 

W=16.0～16.0 

9 西部第642号線 奈良市中町511番1地先から 奈良市中町508番9地先まで 
L=57.1 

W=8.5～6.5 

10 北部第557号線 奈良市南京終町38番3地先から 
奈良市南京終町37番1地先ま

で 

L=8.0 

W=3.6～3.6 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 146号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第1項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の区域

を変更する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

変更 

前後

別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 
備考 

1 南部第243号線 
奈良市北之庄町 668番地先から 

奈良市北之庄町 152番4地先まで 

前 5.5～11.6 852.5  
後 5.5～12.0 852.5 

2 北部第251号線 
奈良市南紀寺町一丁目 224番1地先 

奈良市古市町 1458番地先まで 

前 2.9～12.0 630.8  
後 2.9～12.0 630.8 

3 中部第284号線 
奈良市四条大路二丁目 828番地先から 

奈良市四条大路二丁目 40番1地先まで 

前 2.3～4.9 377.9  
後 2.3～4.9 377.9 

4 中部第377号線 
奈良市七条西町一丁目 627番177地先から 

奈良市七条西町一丁目 627番245地先まで 

前 5.2～17.6 381.3  
後 5.2～17.6 381.3 

5 
中部第1003号

線 

奈良市神功二丁目 4番17地先から 

奈良市神功二丁目 3番1地先まで 

前 6.0～6.0 181.0 
 

後 6.0～6.0 181.0 

6 
中部第1164号

線 

奈良市朱雀一丁目 5番15地先から 

奈良市朱雀一丁目 1番11地先まで 

前 6.0～8.0 449.7 
 

後 6.0～8.1 449.7 

7 
中部第1639号

線 

奈良市あやめ池南八丁目 1114番2地先から 

奈良市疋田町 522番3地先まで 

前 6.0～8.0 351.8 
 

後 6.0～8.0 351.8 

8 山陵平城線 
奈良市山陵町 1441番1地先から 

奈良市山陵町 446番地先まで 

前 2.4～10.8 1859.4 
 

後 2.4～10.8 1859.4 

9 馬場･針線 
奈良市針町中条寺 345番1地先から 

奈良市都 馬場町堂山631地先まで 

前 4.2～16.0 2469.3 
 

後 4.2～16.0 2469.3 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 147号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の供用

を開始する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 
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 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

延長（ｍ） 

幅員（ｍ） 

1 南部第243号線 奈良市北之庄町668番地先から 
奈良市北之庄町 152 番 4 地先

まで 

L=852.5 

W=5.5～12.0 

2 北部第251号線 
奈良市南紀寺町一丁目 224 番 1

地先から 
奈良市古市町1458番地先まで 

L=630.8 

W=2.9～12.0 

3 中部第284号線 
奈良市四条大路二丁目828番地

先から 

奈良四条大路二丁目 40番1地

先まで 

L=377.9 

W=2.3～4.9 

4 中部第377号線 
奈良市七条西町一丁目 627 番

177地先から 

奈良市七条西町一丁目 627 番

245番地先まで 

L=381.3 

W=5.2～17.6 

5 中部第1003号線 
奈良市神功二丁目 4 番 17 地先

から 

奈良市神功二丁目 3 番 1 地先

まで 

L=181.0 

W=6.0～6.0 

6 中部第1164号線 
奈良市朱雀一丁目 5 番 15 地先

から 

奈良市朱雀一丁目1番11地先

まで 

L=449.7 

W=6.0～8.1 

7 中部第1639号線 
奈良市あやめ池南八丁目 1114

番2地先から 

奈良市疋田町 522 番 3 地先ま

で 

L=351.8 

W=6.0～8.0 

8 山陵平城線 
奈良市山陵町 1441 番 1 地先か

ら 
奈良市山陵町446番地先まで 

L=1859.4 

W=2.4～10.8 

9 馬場･針線 
奈良市針町中条寺345番1地先

から 

奈良市都 馬場町堂山 631 地

先まで 

L=2469.3 

W=4.2～16.0 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 148号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第1項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の区域

を決定する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区間 

延長（ｍ） 

幅員（ｍ） 

1 西大寺一条線 
奈良市西大寺東町二丁目 55 番

1地先から 
奈良市栄町2315番 2地先まで 

L＝129.75 

W＝112.5 

2 中部第1655号線 
奈良市西大寺栄町 2316 番 3 地

先から 

奈良市西大寺栄町 2325番 1地

先まで 

L＝107.0 

W＝6.0～11.2 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 149号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、令和 5年4月1日から、次のように道路の供用

を開始する。その関係図書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区間 

延長（ｍ） 

幅員（ｍ） 

1 西大寺一条線 
奈良市西大寺東町二丁目 55 番

1地先から 

奈良市西大寺栄町 2315番 2地

先まで 

L＝129.75 

W＝112.5 
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2 中部第1655号線 
奈良市西大寺栄町 2316 番 3 地

先から 

奈良市西大寺栄町 2325番 1地

先まで 

L＝107.0 

W＝6.0～11.2 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 150号 

道路法（昭和 27年法律第 180号）第 37条第 1項の規定に基づき、令和 5年 4月 1日から道路の占用を制限する

区域を指定することとしたいので、同条第 3項の規定により下記のとおり告示する。 

令和 5年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

道路の種類 奈良市道 

路線名 中部第639号線、油阪芝 線 

占用を制限する区域 

※別添図面参照 

中部第639号線 

三条本町29番4地先から三条大宮町236番1地先まで 

油阪芝 線 

大宮町一丁目73番7地先から大宮二丁目82番5地先まで 

制限の対象とする占用物件 

新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占用を認められた電

柱の更新又は移設によるものを除く。） 

ただし、電柱を地上に設けるやむを得ない事情があり、当該道路の敷地外に直ちに

用地を確保することができないと認められる場合は、この限りでない。 

占用を制限する理由 
緊急輸送道路の制限を制限することより、災害が発生した場合における被害の拡

大を防止するため。 

占用の制限の開始の期日 令和5年4月1日 

別添省略 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 151号 

 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 許可の年月日及び番号 

令和 5年1月17日 奈良市指令整開 第22A-31号 

2 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為 令和5年3月31日 第1839号  

3 開発区域に含まれる地域 

奈良市西九条町五丁目 2番3及び2番9 

4 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 兵庫県神戸市中央区磯上通四丁目 3番10号 

 アサノ不動産株式会社 代表取締役 浅野 賀則 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 154号 

 奈良市総合福祉センターの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  
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1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市左京五丁目 3番地の1 

  奈良市総合福祉センター 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良杏町 79番地の4 

  社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 

  会長 福井 重忠 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市総合福祉センター条例（昭和59年奈良市条例第 11号）第5条（第3号を除く。）、第 9条、第14条及

び第16条に掲げる事業の実施に関すること。 

(2) 奈良市総合福祉センター（みどりの家はり・きゅう治療所を除く。）の利用承認及び利用制限に関すること。 

(3) 奈良市総合福祉センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 155号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和 5年3月22日 

3 移動対象区域 

 近鉄富雄駅周辺、近鉄大和西大寺駅周辺、近鉄新大宮駅周辺及び JR奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前 9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から 14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 156号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 79 － 

 令和 5年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和 5年3月27日 

3 移動対象区域 

近鉄新大宮駅周辺、JR奈良駅周辺及び近鉄奈良駅自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前 9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

監   査 

奈良市監査委員告示第 4号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第199条第14項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知

があったので、次のとおり公表します。 

令和 5年3月30日 

                              奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

資産管理課 

監査結果公表日 令和4年12月28日（奈良市監査委員告示第 22号） 

措置結果通知日 令和5年3月8日 

[監査の結果] [措置の内容] 

 市庁舎レースカーテンの施設修繕料について、予定

価格が 40 万円であったため 2 者からの見積り合わせ

を行っていたが、うち1者は内装の施工を請け負って

いない、主に土木工事を請け負う業者にもかかわらず

見積りを依頼し、また、当該業者は見積書を発行して

いた。 

 所管課によると、誤って依頼してしまったとのこと

であったが、このような行為は見積り合わせが形骸化 

 令和5年1月以降、業者選定については担当職員だ

けでなく、課内で複数人によるチェック体制を整え、

施工内容に即した業者を選定することを徹底し、適正

な見積り合わせを行うよう改めました。 

 今後も適正な執行に努めて参ります。 
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しているようにも見受けられる。 

 見積り合わせは、適正な見積書に基づいて価格比較

するために行うものであることから、施工内容に即し

た業者選定を行われたい。 

 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 5号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第252条の37第5項の規定により、包括外部監査人福竹徹から監査の結果

に関する報告の提出があったので、同法第 252条の38第3項の規定により、別添のとおり公表します。 

令和 5年3月30日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

別添省略 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 6号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査を実施したので、その結果を同条第 9

項の規定により公表します。 

令和 5年3月31日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

 

奈 監 第 9 3 号 

令和 5年 3月 31日 

奈良市長 仲 川 元 庸 様 

奈良市議会議長 北  良 晃 様 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

定期監査の結果について 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査（継続監査分）を実施したので、その

結果を同条第 9項の規定により報告します。 

1 監査対象 

総務部 納税課 

福祉部 国保年金課 

2 監査期間  

令和 4年10月7日から令和 5年3月29日まで 

3 監査方法 

令和3年度の財務に関する事務の執行について、あらかじめ求めた令和 4年5月末日現在（一部は同年 3月末日

現在）の資料に基づき、地方自治法第 199条第2項の趣旨も踏まえ、関係職員からの事情聴取とともに、関係書類

の通査、照合等を行う方法で監査を実施しました。 

4 監査結果 

継続監査の結果は、次のとおりである。なお、指摘事項について措置を講じた場合は、地方自治法第 199条第14
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項の規定に基づき、その旨を通知されたい。 

総務部  

納税課 

【指摘】 

市税において出納整理期間中に還付処理ができていない額について、同期間中に翌年度の歳入に振り替える

処理を行っていた。また、決算上の還付未済額について、還付処理ができていない額に加え、還付処理を行っ

たもののうち還付対象者が受け取っていない額も含まれていた。 

 市税の収入済額の中には、過誤納による納税者への還付が必要なものが含まれている。この還付が必要なも

のについては、還付処理を行い収入済額から減額し、出納整理期間中に還付処理ができていない額については

収入済額に含めることとされている。また、決算上の還付未済額は、収入済額のうち還付処理ができていない

額のみを表示することとされている。 

還付未済額は、今後の決算においては正確な計数をつかんだ上で、収入済額に含められたい。 

【指摘】 

 市税の滞納繰越事務において、当初調定額が本来の計数と異なっていた。 

 これは、滞納繰越が納税課と課税担当課の両課にまたがった事務であることが一因と考えられる。 

 滞納繰越は、債権管理を適正に行うために必要な手続であることから、両課間で適切に連携を図るとともに、

前年度の収入未済額も参照した上で正確な調定額をつかまれたい。 

 福祉部 

  国保年金課 

【指摘】 

 国民健康保険料の滞納繰越事務において、当初調定額が本来の計数と異なっていた。 

 これは、国民健康保険料の収入済額には過誤納に伴う還付未済額が含まれていることから、滞納繰越額を算

出する際に、前年度の収入未済額に還付未済額を加算する必要があったが、所管課では加算が行われていなか

ったことが原因であった。 

 滞納繰越は、債権管理を適正に行うために必要な手続であることから、正確な額で調定を行われたい。 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 7号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査を実施したので、その結果を同条第 9

項の規定により公表します。 

令和 5年3月31日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

奈 監 第 9 5 号 

令和 5 年 3 月 31 日 

奈良市長 仲 川 元 庸 様 

奈良市議会議長 北  良 晃 様 

  奈良市教育長 北 谷 雅 人 様 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       中 本   勝  

同       横 井 雄 一  

同       藤 田 幸 代  

定期監査の結果について 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査を実施したので、その結果を同条第 9

項の規定により報告します。 

なお、今回の定期監査は令和 3年度の財務に関する事務の執行について実施したため、監査対象は旧校名で表記し
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ています。 

1 監査対象 

市民部 地域づくり推進課（東寺林連絡所を含む。） 

文化振興課 スポーツ振興課  

   月ヶ瀬行政センター 

総務住民課 地域振興課 

   都 行政センター 

総務住民課 地域振興課 

   東部出張所 北部出張所 

（消防局） 消防課 指令課 

（教育委員会） 

教育部 教育政策課 教職員課 文化財課 埋蔵文化財調査センター 

中央図書館（西部図書館、北部図書館を含む。） 教育支援・相談課 

中学校 興東館柳生、登美ヶ丘、飛鳥、登美ヶ丘北 

小学校 飛鳥、帯解、伏見、鶴舞、右京、東登美ヶ丘、二名、西大寺北、左京 

2 監査期間 

令和 5年1月13日から令和 5年3月29日まで 

3 監査方法 

令和3年度の財務に関する事務の執行について、あらかじめ求めた令和 4年5月末日現在（一部は同年 3月末日

現在）の資料に基づき、地方自治法第 199条第2項の趣旨も踏まえ、関係職員からの事情聴取とともに、関係書類

の通査、照合等を行う方法で監査を実施しました。 

4 監査結果 

監査した財務に関する事務は、おおむね適正かつ効率的に執行されているものと認められたが、一部において改

善を要する事例が見受けられたので、その措置を講じられたい。 

なお、指摘事項について措置を講じた場合は、地方自治法第 199条第 14項の規定に基づき、その旨を通知され

たい。 

市民部 

地域づくり推進課（東寺林連絡所を含む。） 

【意見】 

 奈良市ポイント制度について、令和 2年度に行った定期監査において意見したことに対するその後の状況を

確認したところ、委託契約の相手先を実質的に業務を行っている株式会社アール・アイ・シーとし、奈良市ポ

イント管理業務委託料の消費税を外税から内税に改められてはいたものの、それ以外は是正されていなかった。

是正されていない事項について、速やかに是正措置されたい。 

加えて、奈良市ポイントの有効期限について、以下のとおり問題点があった。 

受託事業者が管理している奈良市ポイントのホームページ上に、「新型コロナウイルス感染症の影響で奈良

市ポイントのご利用が難しい状況が続いています。現在奈良市ポイントは最終の利用履歴から 1年間の有効期

限がありますが、平成 31年 4月 1日から令和 3年 3月 31日で失効の奈良市ポイントは、令和 4年 3月 31日

まで利用可能になりました。」と掲載されていた。しかし、市がその意思決定をしたことを証する書面はなく、

また、それ以降の延長については奈良市ポイントのホームページにも掲載されていなかった。所管課の説明で

は、有効期限は延長されている認識であるとのことであったが、有効期限を再延長することについても市の意

思決定を証する書面はなかった。有効期限はポイントの管理上重要事項であるので、有効期限を延長するか否

か、また、延長はいつからいつまでの期間にするかを市において確実に意思決定を行われたい。その上で奈良

市ポイントのホームページ上で公表するよう委託事業者を指導されたい。 

【令和2年度第2回定期監査意見】 

  奈良市ポイント制度は、高齢者の外出機会の創出や健康への意識付けによる健康寿命の延伸、社会貢献

活動への参加による市民参画意識の向上を目的として、平成 27年1月から開始され、監査時点では、長寿

健康ポイント、ボランティアポイント、健康増進ポイント、健康スポーツポイント、多子世帯支援ポイン

ト及び環境ポイントの 6つの事業で実施されている。 
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  奈良市ポイント制度の管理運営を行う事務局（以下「事務局」という。）業務の委託については、制度

開始当初の平成26年度にプロポーザル方式により、一般社団法人地域づくり支援機構が選定され、以降

は「平成26年度からシステム構築、運営、保守、ＨＰ運営の実績があり、他社では技術面で困難」とし

て、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 2第 1項第 2号による随意契約で、引き続

き一般社団法人地域づくり支援機構が業務を受託している。 

  市から事務局への支払は、奈良市ポイント制度システム運営業務委託料（以下「運営委託料」という。）

と奈良市ポイント制度ポイント管理業務委託料（以下「管理委託料」という。）の2種類がある。運営委

託料（年額約1,720万円）は、ポイント制度全般の運営に関するものである。また、管理委託料（予算額

約1,780万円・1ポイントあたり 1円（税抜））は、貯まったポイントを特産品等と交換するために用い

る原資（以下「原資」という。）であり、市の事業で付与したポイント数に応じて支払われている。 

  ポイント制度に関わる当事者は、市（地域づくり推進課（以下「制度所管課」という。）、各ポイント事

業の所管課（以下「事業所管課」という。）及び出張所等）、事務局、利用者、加盟店、特産品提供者、金

券類の印刷業者及びバス会社等が挙げられる。 

  ポイント制度における「貯める」、「使う」の流れは以下のとおりである。 

 「ポイントを貯める」に関する流れ 

①利用者が、市の指定事業に参加又は加盟店で買物やサービスの提供を受ける。 

            ↓ 

②市若しくは事務局又は加盟店が、利用者にポイントを付与する。 

            ↓ 

③市又は加盟店が、ポイント付与分相当額を月 1回事務局へ支払う。 

 「ポイントを使う」に関する流れ 

①利用者が、ポイントを使い加盟店で買物、市窓口で金券類（バスチャージ券、タクシー券及び風呂券）若

しくは特産品と交換申請し、又はインターネットを通じて金券類若しくは特産品と交換申請する（バス

チャージ券はバス会社営業所に持参しＩＣカードにチャージする。）。 

            ↓ 

②市若しくは事務局又は加盟店が、利用者が使ったポイントに応じて、利用者のポイントを引き去る。 

            ↓   

③事務局が、利用者によるポイント利用分相当額を特産品提供者、加盟店、バス会社等へ支払う。 

奈良市ポイント制度の概略図 

 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 84 － 

これらの流れの中において、以下のような多数のリスクを内包していると考えられる。 

リスクとして考えられる点 

＜ポイントを貯める＞ 

⑴市の事業でポイントを付与する際のリスクについて 

ア ポイント付与が手入力のため、ポイントが本来より多く又は少なく付いてしまうリスクがある（後

日付与分を含む。）。 

イ ポイント付与が手入力のため、紛失等の際の再発行で旧カードから新カードへポイントの移行を行

う際に、旧カードのポイントが正しく移行されないリスクがある。 

ウ 利用者のＩＣカードがなくてもポイント付与の端末にアクセス可能な者であれば、遠隔でポイント

を付けることができ、その際ポイントが本来より多く又は少なく付いてしまうリスクがある。 

エ ポイント付与の端末の一部において、重複付与を認識する設定にしていないため、同一人に対し同

一事業について重複してポイントが付いてしまうリスクがある。 

オ 事業の参加記録等を保有する事業所管課と制度所管課との情報共有が図られておらず、ポイント付

与実績が正しいかどうかを検証するための突合ができていない。 

⑵市の事業で付与したポイント管理委託料を支払う際のリスクについて 

ア 事務局からの報告を基に管理委託料を支払っているが、上記⑴のポイント付与状況の妥当性を制度

所管課が検証していないため、事務局からの請求に誤りがあっても、間違いに気付かずに支払ってし

まう。 

⑶ポイント引換えの原資（現金預金）の管理について 

ア 原資（現金預金）残高とポイント残高を事務局が突合しているか制度所管課が把握していないため、

原資の入金額、出金額のミスなどがあっても、間違いに気付かない。 

イ 有効期限を迎えたポイントに相当する原資について、事務局から市へ返還を受けているが、その金

額に妥当性があるか制度所管課が検証していないため、実際に失効したポイントに相当する金額と返

金を受けた金額に差が生じていても気付かない。 

ウ 市の事業でポイントを付与した場合、制度所管課から事務局へ 1ポイントあたり 1円に消費税及び

地方消費税（以下「消費税等」という。）を加算した金額を支払っているが、上記イの失効ポイント分

の返還額には、消費税等が含まれていない。そのため制度所管課が支払った消費税等の現金相当額は

事務局内部に滞留していることが考えられる。 

＜ポイントを使う＞ 

⑷ポイント交換に関するチェックについて 

ア 利用者がポイントと交換する特産品について、その原価に送料や消費税等を加えた金額と交換ポイ

ントは一致することになっているが、事務局と特産品提供者との受渡実態を制度所管課が把握してお

らず、差額が生じていないかどうかの確認ができていない。 

イ 利用者のポイントを特産品やバスチャージ券と交換する際、特産品等の払出額と使用ポイントが一

致しているかの突合が事務局において行われているかを制度所管課は把握していない。また、ポイン

トの引去りは手入力により行われている。そのため、特産品等の払出額と引去りポイントが一致して

いなくても気付かない。 

ウ 先述のとおり、市の事業でポイントを付与した場合、制度所管課から事務局へ 1 ポイントあたり 1

円に消費税等を加算し（外税）、ポイント交換の原資として支払っているが、ポイントを特産品と交換

する場合には、事務局が特産品提供者に対して支払う交換ポイント相当額には消費税等が含まれてい

る（内税）ため、制度所管課が支払った消費税等の現金相当額が事務局内部に滞留していることが考

えられる。 

（参考） 

ポイント管理業務委託にかかる支払額の実績データから、そこに含まれる消費税等の現金相当額を

見積りしたところでは、次のとおりとなった。 

    平成27年1月分から令和元年 9月分まで（税率8％） 

     委託料 47,844,094円  うち消費税等 3,544,007円…A 

    令和元年10月分から令和 2年7月分まで（税率10％） 
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     委託料 11,622,298円  うち消費税等 1,056,573円…B 

合計消費税等(A＋B)                     4,600,580円    

⑸バスチャージ券及びタクシー券の管理状況について 

ア 制度所管課は、事務局からバスチャージ券等の印刷業者への発注及び納品状況を把握しておらず、

また、印刷業者で発生する試刷りやミスプリントを事務局が回収しシュレッダー処分しているとのこ

とであるが、制度所管課がその確認をしていないため、試刷りやミスプリントによって発生したバス

チャージ券等が使用されるリスクがある。 

イ 使用済みのバスチャージ券について、使用済みの印を押した状態で、事務局がバス会社から回収し

ているとのことであるが、実際の取扱いがどうなっているか制度所管課が把握していないため、使用

済のバスチャージ券が再使用されるリスクがある。 

ウ 制度所管課は、事務局におけるバスチャージ券等の利用者への配布状況や在庫状況を定期的に確認

していない。 

  また、バスチャージ券等の市窓口（制度所管課及び出張所等）での在庫状況について、各窓口にお

ける残枚数の確認方法は、全枚数を確認するのではなく、通し番号の最も若い番号から残枚数を推測

する方法であった。 

さらに、事務局から制度所管課へのバスチャージ券等の引渡し時には、事務局が受領書を徴取して

いるが、バスチャージ券の通し番号の記載がなく、その上、制度所管課から出張所等への引渡し時に

は、受領書すら徴取していない。 

 これらの管理体制の不備から、バスチャージ券等の一部に盗難や紛失があっても気付かない。 

＜全般にわたる重要事項＞ 

ア 両委託料に係る決算状況の書類の提出を求めたところ、作成されていないことがわかった。 

  管理委託料については委託仕様書に毎年度会計報告を行うこととあるため、契約に反する状況を制

度所管課が看過しているといえる。また、委託業務の決算状況が分からないため、運営委託料と管理

委託料との混同がないか、市のポイント分と加盟店のポイント分との混同がないか、管理委託料の次

年度への繰越額が適正かなど、ポイント制度の運営状況及び利用状況の実態を制度所管課が把握でき

ていない。 

イ 管理委託料の委託仕様書に、ポイントの統計・分析によるニーズ調査が含まれているため成果品の

提出を求めたところ、当該業務は実施されていないことがわかった。上記アと同様に契約に反する状

況を制度所管課が看過しているといえる。 

ウ 制度所管課によれば、事務局機能は先述の一般社団法人地域づくり支援機構ではなく、株式会社ア

ール・アイ・シーという別の会社が担っているとのことである。 

これは、契約相手方と実質的な受託者が異なっているという重大な問題であり、一般社団法人地域

づくり支援機構が、委託業務の主たる業務を株式会社アール・アイ・シーに再委託していると見受け

られる。また、株式会社アール・アイ・シーの所在地が事務局の所在地と同一場所であることから、

事務局の業務と株式会社アール・アイ・シーとの業務の混同が起こるおそれも考えられる。 

 以上述べた事実及びリスクのうち⑶ウ及び⑷ウについては、原資に加算している消費税等の現金相当

額について、慎重かつ丁寧に調査を行い、その結果過払になっていると判断された場合は、過去分も

含め事務局に対し返還を求められたい。また、今後の支払方法について、1ポイントあたり 1円（内

税）に改め、消費税等分の差額が生じないように契約条件の見直しについても併せて検討されたい。 

また、管理委託料はポイント還元の原資であるため、ニーズ調査業務については運営委託料の業務

に付け替えた上で確実に実施させ、ポイント事業の効果測定に生かされたい。 

加えて、契約相手方と実質的な業務を行っている受託者が異なっていることは、契約書に規定する

再委託禁止に反すると思われる。実情を整理し見直しを図られたい。 

総じて、ポイント制度全般の運用状況における様々なリスクについて、制度所管課がこれまで十分

認識してきたか疑問である。 

ポイント制度の一連の流れの中で、制度所管課の事務局へのシステム構築等の運営実績をはじめと

する信頼が、ともすればガバナンス意識の欠如につながり、事務局任せになってきたとも考えられる。

このことは制度所管課としての事務局へのガバナンスが問われる状況にあるといえる。 
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本市内部も含め、信頼関係をもとに事業が行われてきたことを推測できるが、仮に何らかのリスク

が顕在化した時には、制度全体、ひいては本市の信用にかかわる事態となることは容易に想像できる。 

これらのことを踏まえ、制度所管課は制度全体の各部の再点検により、内部統制上のリスク管理と

委託先事業者へのガバナンス体制を整えられたい。 

文化振興課 

 【指摘】 

   奈良市ならまちセンター、奈良市音声館、なら 100年会館及び奈良市美術館の管理について、指定管理者

を指定しているが、その旨の告示が行われていなかった。 

   奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条

第3項の規定に基づき、指定管理者の指定について告示されたい。 

   また、奈良市音声館における大和のわらべうた全集売払収入について、指定管理者に徴収事務を委託して

いるが、その旨の告示が行われていなかった。 

   地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第158条第2項の規定に基づき、徴収事務の委託について告

示されたい。 

【指摘】 

  予定価格 20万円以上の施設修繕料の執行において、見積書を 1者からしか徴取していない事例が 2件あ

った。 

  奈良市契約規則（昭和 40年奈良市規則第 43号）第 18条の 2の規定に基づき、2者以上の見積り合わせ

により、適正な契約事務を行われたい。 

【指摘】 

  ならまちセンター西側側面における同一箇所の施設修繕が 2件発注されており、2件となった経緯につい

て、所管課の説明は次のとおりであった。 

  西側側面のタイルに浮き及び剥離が発生したため対応策を検討したところ、予算の関係上令和 3年度は撤

去のみの施工とし、令和 4年度予算で張付けを行うこととした。しかし、剥がした下地がむき出しの状態の

まま次年度まで放置しておくのは危険であるとの業者からの意見を受け、張付けまで施工しておく必要があ

ると判断した。業者選定については、撤去の際に使用した足場がまだ残っていたことから撤去時と同一の業

者に追加発注した。その結果 2件になったものであり、当初から入札を回避するために 2件に分割し発注す

る意図があった訳ではなかった、とのことであった。 

 このことについて、以下のとおり問題点があると考える。 

 ア 当初の施工を撤去のみとする判断をしていたこと。 

 イ 追加分において、当初分と同一の 2者と相見積りを行っていたこと。 

 ウ 当初分及び追加分の施工前及び施工後の写真が同一であったこと。 

アについては、予算上の制約はあるものの、撤去後の雨水浸食等のリスクも考えられたため、当初から撤

去のみで終えるのではなく張付けまで行うことが妥当な判断であったと考える。 

 イについては、追加発注は業者が特定されるため、見積書は当初施工業者の  1者でよいところ、形式的

な見積り合わせが行われたものと考える。 

  ウについては、当初分から追加分までの全工程を完了してから施工写真一式の提出を受けていたことが原

因であった。当初分の支払が、施工写真がない状態でなされたことは、不完全な履行確認による不適正な執

行であったと考える。 

    今後は、適正な契約及び支払手続を行われたい。 

スポーツ振興課 

 【指摘】 

 西部生涯スポーツセンターのクラブハウスに係る施設修繕 3件において、契約日及び工期が別々であるに

もかかわらず、施工前及び施工後の写真が同一であり工程の時系列に矛盾があった事例、また、施設の北半

分と南半分とを分割して発注している事例が見受けられた。また、同センターの屋内温水プールに係る施設

修繕2件においても、工程の時系列に矛盾が見受けられた。 

これは、それぞれの修繕を一括発注した場合、予定価格の総額が 50 万円を超えることから競争入札を回

避し、随意契約を行うために分割したことが原因であったと思われる。 
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同一箇所の修繕を分割して発注する必要性はなく、競争入札を回避するためのこのような行為は不適正で

あるため、厳に慎まれたい。 

【指摘】 

  鴻ノ池陸上競技場ほか8施設の非常用照明修繕について、3つのグループに分けて修繕の発注を行い、見

積り合わせの上 3件別々の業者に発注していたが、関係書類を査閲したところ、同一の業者が施工したもの

と見受けられた。 

  このことは、所管課において施工状況や完了の確認を行う際に気が付くことであり、業者から聴き取りを

行うなど、発注内容が履行されたかのみならず、受注業者が確実に施工していたかも含め確認を行う必要が

あったと考える。 

 適正な履行確認を行われたい。 

【指摘】 

  徴収事務を指定管理者に委託しているコミュニティスポーツ会館の使用料において、徴収後 4か月以上経

ってから指定金融機関に入金され、また、数か月分まとめて入金されていた事例が見受けられた。 

  所管課は、徴収事務を委託している使用料が公金であることを十分に認識し、徴収した使用料は基本協定

書に基づき、速やかに指定金融機関等に入金するよう指定管理者を指導されたい。 

【指摘】 

  学校施設の開放に係る利用申請の許可について、決裁が半年分まとめて形式的に行われていた。 

  学校開放により施設を利用しようとする者は、奈良市立小学校及び中学校の施設の開放に関する規則（昭

和50年奈良市教育委員会規則第 4号）第7条の規定により、あらかじめ許可を受ける必要がある。 

  所管課においては、利用日までに速やかに決裁を行い、許可を与えられたい。 

  また、当該利用について、使用許可されている全件において使用料が徴収されていなかった。 

  当該利用には奈良市立学校施設使用料条例（平成 12年奈良市条例第22号）第2条の規定に基づく使用料

の納付が必要である。 

  使用料を徴収しない場合は、同条例を整備し、又は適正に使用料免除の手続をとられたい。 

【意見】 

 学校施設の開放に関する事務は、教育委員会の事務の補助執行に関する協議書（平成 29 年 3 月 26 日制

定）により教育委員会から市長の管理に属する機関の職員に補助執行させるものとされており、スポーツ振

興課において事務を行っている。そこで、利用申請の許可手続を確認したところ、半年分まとめて形式的に

決裁している状況であることがわかった。 

 一方、学校施設の開放に関する事務である学校施設開放事業は、施設開放を行う小学校及び中学校（以下

「開放校」という。）の校長を委員とする学校施設開放運営協議会に委託されているとともに、利用申請の

受付等の事務は、同協議会が開放校ごとに置き、その校長が代表者を務める開放運営委員会で行われており、

実質的には学校現場において許可手続の差配がなされている状況であった。 

 こうした実態に鑑み、効率的で能率的な事務処理の観点から、学校施設の開放に関する事務を補助執行に

より市長部局が行う必要性について検討を要するものと考える。教育委員会と市長部局といずれが行うこと

がふさわしいか教育委員会と協議されたい。 

 【意見】 

   令和 3年 5月に新型コロナウイルス感染症の影響で休館した指定管理施設である西部生涯スポーツセンタ

ー屋内温水プールについて、指定管理料の精算が必要かの判断を行っていなかった。 

   令和 3 年 10 月に示された「新型コロナウイルス感染防止に伴い休館した公の施設の令和 3 年度の指定管

理料等の扱いについて」によると、指定管理施設を休館した場合、指定管理料の余剰分について精算するこ

ととされている。なお、施設の一部利用制限については、施設は稼働しており、施設の管理運営に係る対価

の未発生分が比較的少額であると考えられるため、精算対象から除外することとされている。 

  西部生涯スポーツセンターには、屋内温水プール以外にも体育館や球技場があり、これらの施設は屋内温

水プールが休館している期間についても事前予約済の利用者に限り使用できていたが、この状況がセンター

全体として精算対象外となる「施設の一部利用制限」に該当するかの判断を行う必要があったと考える。そ

の上で、一部利用制限に該当しないとなった場合には、精算対象経費である人件費や光熱水費等について検

証を行う必要があったと考える。 
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   所管課は、通知の趣旨を理解した上で、自己の業務との関連を十分に意識し、職務に取り組まれたい。 

北部出張所 

【指摘】 

  長期継続契約で締結されている奈良市北部会館設備管理業務及び駐車場管理業務並びに環境衛生管理業

務委託において、予算額（12か月分）が1,000万円以上である月額の予定価格を課長職の所管所長が決定し

ていた。 

  予定価格及び最低制限価格等の設定に関する事務取扱要領（平成 23年9月1日施行）第3条第2号に、1

件の見積金額が 1,000万円以上の契約における予定価格の決定者は次長職以上と規定されており、長期継続

契約の場合1件の見積金額は、月額の予定価格ではなく、12か月分の予算額に読み替えて運用されているこ

とから、本件予定価格の決定者は次長職以上となる。 

  同事務取扱要領に基づき、適正な契約事務を行われたい。 

【指摘】 

長期継続契約で締結されている自家用電気工作物施設保安管理業務委託において、契約書に「翌年度以降

において予算が減額又は削除されたときは、本契約を変更又は解除することができる」旨の記載がなかった。 

 長期継続契約は、債務負担行為の設定を行うことなく翌年度以降にわたり契約を締結できる例外的な契約

方法であり、契約書に前述の条件を付すことが必須条件とされている。 

 適正な契約事務を行われたい。 

（消防局） 

 消防課  

【指摘】 

  契約金額が20万円以上 50万円以下の施設修繕料 11件について、全件請書を徴取していなかった。 

 請書は相手方が業務を受注したことを証明する重要な書類であり、契約金額が 20 万円以上のものについ

ては徴取が必要である旨、平成 31年4月に奈良市契約規則第 21条第2項が改正されている。 

  請書の必要性について十分に理解の上、契約規則に基づき適正な契約事務を行われたい。 

（教育委員会） 

教育部 

中央図書館（西部図書館、北部図書館を含む。） 

【指摘】 

 図書館利用者の利便性を図るため設置されている返却ポストから、図書を回収する際に駐車場を利用する

ため保有している駐車場回数券について、管理するための台帳が作成されておらず、使用枚数や残枚数が把

握できていなかった。 

 駐車場回数券は現金等価物であるため、管理台帳を作成した上で、購入及び使用の都度記録を残し、適切

に管理されたい。 

教育支援・相談課 

【意見】 

教育センターの使用については、奈良市教育センター条例（平成 22年奈良市条例第 53号）第 4条第 1項

で同センターの設置目的及び事業の実施を妨げない範囲において、使用を適当と認めたときは、同センター

の施設を使用させることができると規定されているが、奈良市教育センター施設使用内規（平成 24年4月1

日施行）では、使用を適当と認める事業について、「国及び他の地方公共団体が主催する事業、奈良市が主催

又は共催する事業並びにその他本市教育の向上に特に寄与するものと認められる事業」と規定されていた。 

  このような内規の規定は、施設の使用を事実上公用又は教育目的に限定するものであり、条例の趣旨にそぐ

わないものと考える。 

 特定の事業に限らず広く使用を認めることは、利用者の利便向上に加え、使用料の増収にも資するものでも

あることから、同条例の趣旨を再認識し、広く使用が承認されるよう検討されたい。 

中学校、小学校  

【意見】 

 施設修繕台帳、切手類受払簿及び燃料管理台帳を査閲したところ、複数の小学校及び中学校において、パ

ソコンで作成した記録を 1年分又は複数月分まとめて出力し、学校長が確認印をまとめて押印している事例
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が散見された。 

 各種台帳類については、本来であれば事案発生の都度記録を残し、その都度又は月ごとに学校長の確認を

受ける必要があるが、現状においては、事案ごと、あるいは定期的なチェックが確実に行われていたのかど

うか確認できない状態である。 

 今後、各種台帳類は事案発生の都度記録を残し、その都度又は月ごとに学校長による確認を受けるよう事

務手続の方法を改められたい。 

 【複数課にわたる共通意見】 

 年度末に切手を購入したものの、使用しないまま翌年度に繰り越されている事例が複数見受けられた。 

  このような切手の購入は、単に予算消化のための行為と見受けられるため、必要に応じて計画的に購入する

よう改められたい。 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

公 営 企 業    

奈良市企業局告示第 17号 

 奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成 10年奈良市水道局管理規程第 7号）第 4条第 1項の規定により

奈良市企業局指定給水装置工事事業者を指定したので、同規程第 10条の規定により次のとおり公示する。 

 令和 5年3月16日 

    奈良市公営企業管理者  池 田   修  

名  称 代表者氏名 所 在 地 指 定 日 

中村エンジニアリン

グ 株式会社 

代表取締役 中村 

輝夫 

奈良市八条一丁目 807番地の3 令和5年3月7日 

（令和 5年3月16日掲示済） 

 

奈良市企業局告示第 18号 

令和 5・6年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付）を次のように定めます。 

令和 5年3月27日 

    奈良市公営企業管理者  池 田   修  

令和5・6年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参加資格審査申請要領（追加受付） 

 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第167条の5第1項及び第167条の11第 2項の規定により、令和5・

6年度において、奈良市又は奈良市企業局が発注する物品の製造の請負、物件の買入れその他奈良市長又は奈良市公

営企業管理者が定める契約等の入札・見積合せに参加する者に必要な資格及び申請方法等を定めたので、入札・見積

合せに参加しようとされる方は、以下の要領により入札参加資格審査申請書（物品購入等）を提出してください。 

1 入札に参加する者に必要な資格 

（1）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。 

（2）奈良市の市・県民税（法人においては法人市民税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。市外業者

においては所得税（法人においては法人税）及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。 

（3）奈良市の国民健康保険料の滞納がないこと。 

（4）法令等の規定により営業に関し免許、許可、登録、認可等を要する場合は、申請時において当該免許、許可、

登録、認可等を受けていること。 

（5）申請者から提出された別表第 1に掲げる提出書類の審査によりその内容が適正と認められること。 

（6）次のいずれにも該当しないもの 

ア 役員等（法人にあっては役員、支配人及び支店又は営業所（常時物品購入等の契約に関する業務を行う事務

所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下

同じ）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号。以下「法」と

いう。）第2条第6号に規定する暴力団員という。以下同じ。）である者 

イ 暴力団（法第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与してい

る者 
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ウ 役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的で、

暴力団又は暴力団員を利用している者 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴

力団の維持及び運営に協力し、又は関与している者 

オ ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者 

2 受付期間 令和5年4月3日（月）から令和 6年9月30日（月）まで 
3 申請方法 別表第1の書類をクリアーホルダー（A4）に入れ、郵送申請でのみ受付けます。 

  ※1 受付期間最終日までの消印有効とします。また、入札参加資格審査申請書受付票（受付時）、入札参加資格

審査結果通知書及び電子入札業者番号通知書（電子入札番号未送付者のみ）を送付しますので、住所・業者

名・担当者名を明記し 84円切手を貼り付けた返信用封筒を 2通同封してください。（それぞれに切手が必要

です。） 

  ※2 同受付票（原本）、結果通知書（原本）、番号通知書は申請業者へ送付します。行政書士等による代理申請に

おいて、代理人の方にも同受付票（写し）及び結果通知書（写し）の郵送を必要とする場合は、郵送先住所、

氏名等を明記した返信用封筒をさらに 2通同封してください。（切手が必要です。） 

4 郵送先 

 〒630-8580 

 奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

 奈良市総務部契約課契約係 

5 登録有効期間 

 入札参加資格審査結果通知日から令和7年3月31日まで 

6 その他留意事項 

（1）各証明書（写し）は、申請日以前 3箇月以内のものを提出してください。 

（2） 申請書等の記載内容を確認できない場合、又は提出書類が不足している場合には入札参加資格を保留します。 

（3）この登録制度について、審査後は業者名簿に登録されますが、直ちに発注があるという制度ではありません。 

（4）提出書類の内容と事実が相違していることが後日に判明したときは、入札参加資格を取り消すことがありま

す。 

（5）提出していただいた入札参加資格審査申請書内容は、奈良市情報公開条例に基づく非開示部分を除き公開し

ます。 

7 問い合わせ先  

奈良市総務部契約課契約係   電話番号0742-34-4743（ダイヤルイン） 

奈良市企業局企業総務課総務係 電話番号0742-34-5200（代表） 

※申請書1通で、奈良市及び奈良市企業局への登録が可能です。 
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（令和 5年3月27日掲示済） 

 

教 育 委 員 会     

奈良市教育委員会告示第 4号 

 令和 5年 3月定例教育委員会を次のとおり開催しますので、奈良市教育委員会会議規則（昭和 57年奈良市教育委

員会規則第 12号）第3条第2項の規定により告示します。 

令和 5年3月20日 

                                      奈良市教育委員会 

                             教育長 北 谷 雅 人  

1 日 時 

 令和 5年3月24日（金） 午前 10時から 

2 場 所 

 奈良市役所 中央棟地下1階 B1会議室 

3 会議に付すべき事案 

 議事 

  議案第41号 中学校区別実施計画「後期計画」の延長について 

  議案第42号 旧右京小学校の土地、建物及び工作物の用途廃止について 

  議案第43号 旧神功小学校の建物及び工作物の用途廃止について 

  議案第44号 奈良市教職員分限懲戒審査委員会委員の委嘱及び任命について 

  議案第45号 奈良市黒髪山キャンプフィールドの臨時開所について 

  議案第46号 奈良市公民館運営審議会委員の解嘱について 

  議案第47号 奈良市指定文化財の指定について 

  議案第48号 奈良市いじめ防止基本方針策定委員会委員の委嘱について 

  議案第49号 奈良市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の制定について 

  議案第50号 学校等の技能労務職員の人事について 

 その他報告事項 

 （1）2月定例教育委員会会議 教育長報告（5）「公の施設の指定管理者の候補者の選定について（奈良市公民館 24

施設）」の指摘事項について 

（2）「生活調べ」アンケートの結果について 

 傍聴受付は、開催日の午前 9時から午前 9時 50分まで、教育政策課にて行います。定員は 5名で、定員になり次

第締切させていただきます。 

（令和 5年3月20日掲示済） 

 

奈良市教育委員会告示第 6号 

 奈良市公民館 24 施設の指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する

条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和 5年3月29日 

              奈良市教育委員会 

教育長 北 谷 雅 人  

1 指定管理者を指定する公の施設 

施 設 の 名 称 施 設 の 所 在 地 

奈良市生涯学習センター 

奈良市立中部公民館 

奈良市立西部公民館 

奈良市立南部公民館 

奈良市立三笠公民館 

奈良市立田原公民館 

奈良市杉ヶ町23番地 

奈良市上三条町 23番地の4 

奈良市学園南三丁目 1番5号 

奈良市山町27番地の 1 

奈良市大宮町四丁目 313番地の3 

奈良市茗荷町1078番地の1 
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奈良市立富雄公民館 

奈良市立柳生公民館 

奈良市立若草公民館 

奈良市立登美ヶ丘公民館 

奈良市立興東公民館 

奈良市立春日公民館 

奈良市立二名公民館 

奈良市立京西公民館 

奈良市立平城西公民館 

奈良市立伏見公民館 

奈良市立富雄南公民館 

奈良市立平城公民館 

奈良市立飛鳥公民館 

奈良市立都跡公民館 

奈良市立登美ヶ丘南公民館 

奈良市立平城東公民館 

奈良市立月ヶ瀬公民館 

奈良市立都 公民館 

奈良市鳥見町二丁目 9番地 

奈良市柳生町340番地 

奈良市川上町575番地 

奈良市中登美ヶ丘三丁目4162番地の81・1994番地の10 

奈良市大柳生町 3633番地 

奈良市南京終町一丁目 86番地の1 

奈良市学園赤松町 3684番地 

奈良市六条西一丁目 3番43-2号 

奈良市神功四丁目 25番地 

奈良市青野町二丁目 13番4号 

奈良市中町501番地の3 

奈良市秋篠町1468番地 

奈良市紀寺町984番地 

奈良市五条町204番地の1 

奈良市中山町西二丁目 921番地の1 

奈良市朱雀六丁目 9番地の1 

奈良市月ヶ瀬尾山 2815番地 

奈良市針町2191番地 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市杉ヶ町23番地 

  公益財団法人奈良市生涯学習財団 

  理事長 西 谷 忠 雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和 5年4月1日から令和6年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 公民館の事業の実施に関すること。 

(2) 公民館の使用承認及び使用制限に関すること。 

(3) 公民館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4) その他教育委員会が定めること。 

（令和 5年3月29日掲示済） 

 

選 挙 管 理 委 員 会 

奈良市選挙管理委員会告示第 2号 

令和 5年 3月 22日現在における地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 74条第 1項及び第 75条第 1項並びに市

町村の合併の特例に関する法律（平成 16年法律第59号）第4条第1項及び第5条第1項に規定する選挙権を有する

者の総数の 50分の 1の数並びに市町村の合併の特例に関する法律第 4条第 11項及び第 5条第 15項に規定する選挙

権を有する者の総数の 6分の1の数並びに地方自治法第76条第1項、第80条第1項、第 81条第1項及び第86条第

1項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）第 8条第 1項に規定する選挙権を

有する者の総数の 3分の1の数は、次のとおりです。 

令和 5年3月22日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

 50分の1の数 5,995人 

 6分の1の数 49,953人 

 3分の1の数 99,905人 

（令和 5年3月22日掲示済） 
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奈良市選挙管理委員会告示第 3号 

 公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第 144条の 2第 1項の規定により設置した、令和 5年 4月 9日執行予定の

奈良県知事選挙における公営ポスター掲示場の設置場所は、次のとおりです。 

 令和 5年3月22日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

1 設置場所 別紙「奈良市公営ポスター掲示場設置場所一覧表」のとおり 
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（令和 5年3月22日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 4号 

 公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第 175条第 3項の規定により、令和 5年4月 9日執行の奈良県知事選挙に

おける候補者の氏名及び党派別の掲示の掲載順序を定めるくじを、次の日時及び場所において行います。 

 令和 5年3月23日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

1 日 時 令和5年3月23日 午後6時00分 

2 場 所 奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

      奈良市役所 中央棟地下 1階 B1会議室 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 5号 

 令和 5年4月9日執行の奈良県知事選挙における期日前投票所は、次の場所及び期間に設けます。 

令和 5年3月23日 

 奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

期日前投票所名 期日前投票所の場所 期    間 

奈良市役所期日前投

票所 

奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

奈良市役所中央棟 1階正面玄関ホール 令和5年3月24日から 

令和5年4月8日まで 

（午前8時 30分から午後8時まで） 
奈良市立西部公民館 

期日前投票所 

奈良市学園南三丁目 1番5号 

奈良市立西部公民館第 2講座室（奈良市西部会館

5階） 

奈良市北福祉センタ

ー期日前投票所 

奈良市右京一丁目1番地の4 

奈良市北福祉センター大集会室（奈良市北部会館2階） 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前8時 30分から午後8時まで） 

奈良県経済倶楽部ビ

ル期日前投票所 

奈良市東向中町 6番地 

奈良県経済倶楽部ビル 3階会議室 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前9時から午後 8時まで） 

ならファミリー専門

店街 zoro 期日前投

票所 

奈良市西大寺東町二丁目 4番1号 

ならファミリー専門店街 zoro1階らくだ広場 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前10時から午後8時まで） 

奈良市月ヶ瀬行政セ

ンター期日前投票所 

奈良市月ヶ瀬尾山 2845番地 

奈良市月ヶ瀬行政センター1階市民相談室 
令和5年4月4日から 

令和5年4月8日まで 

（午前8時 30分から午後8時まで） 
奈良市都 行政セン

ター期日前投票所 

奈良市都 白石町1026番地の1 

奈良市都 行政センター1階会議室 

中畑町公民館期日前

投票所 

奈良市中畑町 280番地 

中畑町公民館 

令和5年4月4日 

（午前9時から午前 12時まで） 

米谷町集会所期日前

投票所 

奈良市米谷町 566番地の1 

米谷町集会所 

令和5年4月4日 

（午後3時から午後 6時まで） 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 6号 

 令和 5年4月9日執行の奈良県知事選挙における不在者投票の記載場所を、次のとおり定めます。 

令和 5年3月23日 

奈良市選挙管理委員会    
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委員長 植 田   茂  

不在者投票記載場所 期    間 

奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

奈良市役所中央棟1階正面玄関ホール 令和5年3月24日から令和 5年4月8日まで 

（午前8時30分から午後 8時まで） 奈良市学園南三丁目1番5号 

奈良市立西部公民館第2講座室（奈良市西部会館 5階） 

奈良市右京一丁目1番地の4 

奈良市北福祉センター大集会室（奈良市北部会館2階） 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前8時30分から午後 8時まで） 

奈良市東向中町6番地 

奈良県経済倶楽部ビル3階会議室 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前9時から午後8時まで） 

奈良市西大寺東町二丁目4番 1号 

ならファミリー専門店街zoro1階らくだ広場 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前10時から午後8時まで） 

奈良市月ヶ瀬尾山2845番地 

奈良市月ヶ瀬行政センター1階市民相談室 令和5年4月4日から令和5年4月8日まで 

（午前8時30分から午後 8時まで） 奈良市都 白石町1026番地の 1 

奈良市都 行政センター1階会議室 

奈良市中畑町280番地 

中畑町公民館 

令和5年4月4日 

（午前9時から午前12時まで） 

奈良市米谷町566番地の1 

米谷町集会所 

令和5年4月4日 

（午後3時から午後6時まで） 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 7号 

令和 5年4月9日執行の奈良県知事選挙における公職選挙法（昭和 25年法律第100号）第 62条第2項及び第4項

の規定による奈良市開票区の開票立会人を定めるくじを次の日時及び場所において行います。 

  令和 5年3月23日 

                                   奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

  日  時  令和5年4月7日  午前10時00分 

  場  所  奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

          奈良市役所  中央棟 地下1階  B1会議室 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 8号 

 令和 5年4月9日執行の奈良県知事選挙における奈良市役所期日前投票所、奈良市立西部公民館期日前投票所、奈

良市北福祉センター期日前投票所、奈良県経済倶楽部ビル期日前投票所、ならファミリー専門店街 zoro 期日前投票

所、奈良市月ヶ瀬行政センター期日前投票所、奈良市都 行政センター期日前投票所、中畑町公民館期日前投票所及

び米谷町集会所期日前投票所の投票管理者及びその職務を代理すべき者を、次のとおり選任しました。 

 令和 5年3月23日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

次のとおり省略 

（令和 5年3月23日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 9号 

令和 5年 3月 30日現在における地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 74条第 1項及び第 75条第 1項並びに市

町村の合併の特例に関する法律（平成 16年法律第59号）第4条第1項及び第5条第1項に規定する選挙権を有する
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者の総数の 50分の 1の数並びに市町村の合併の特例に関する法律第 4条第 11項及び第 5条第 15項に規定する選挙

権を有する者の総数の 6分の1の数並びに地方自治法第76条第1項、第80条第1項、第 81条第1項及び第86条第

1項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）第 8条第 1項に規定する選挙権を

有する者の総数の 3分の1の数は、次のとおりです。 

令和 5年3月30日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

 50分の1の数 5,993人 

 6分の1の数 49,937人 

 3分の1の数 99,874人 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 10号 

 奈良県議会議員選挙におけるポスター掲示場の設置に関する条例（昭和 57年10月奈良県条例第 4号）第1条の規

定により設置した、令和 5年4月9日執行予定の奈良県議会議員選挙における公営ポスター掲示場の設置場所は、次

のとおりです。 

 令和 5年3月30日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

1 設置場所 別紙「奈良市公営ポスター掲示場設置場所一覧表」のとおり 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 116 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 117 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 118 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 119 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 120 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 121 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 122 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 123 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 124 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 125 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 126 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 127 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 128 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 129 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 130 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 131 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 132 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 133 － 

 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 134 － 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 11号 

 令和5年4月9日執行の奈良県知事選挙における奈良市月ヶ瀬行政センター期日前投票所の投票管理者の職務を代

理すべき者を、次のように変更しました。 

 令和 5年3月30日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

期日前投票所名 奈良市月ヶ瀬行政センター期日前投票所 

職務を行うべき日 令和5年4月4日から4月8日まで 

解任する者 省略 

選任する者 省略 

（令和 5年3月30日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 13号 

令和 5年4月9日執行の奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における本市各投票区の投票所を、次のように設

けます。 

  令和5年3月31日 

                                          奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 135 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 136 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 137 － 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 138 － 

 



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 139 － 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 14号 

 公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第 175条第 3項の規定により、令和 5年4月 9日執行の奈良県議会議員選

挙における候補者の氏名及び党派別の掲示の掲載順序を定めるくじを、次の日時及び場所において行います。 

 令和 5年3月31日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

1 日 時 令和5年3月31日 午後6時00分 

2 場 所 奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

      奈良市役所 中央棟地下 1階 B1会議室 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 15号 

 令和 5年4月9日執行の奈良県議会議員選挙における期日前投票所は、次の場所及び期間に設けます。 

令和 5年3月31日 

 奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

期日前投票所名 期日前投票所の場所 期    間 

奈良市役所期日前投

票所 

奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

奈良市役所中央棟 1階正面玄関ホール 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前8時 30分から午後8時まで） 

奈良市立西部公民館 

期日前投票所 

奈良市学園南三丁目 1番5号 

奈良市立西部公民館第 2講座室（奈良市西部会館

5階） 

奈良市北福祉センタ

ー期日前投票所 

奈良市右京一丁目1番地の4 

奈良市北福祉センター大集会室（奈良市北部会館2階） 

奈良県経済倶楽部ビ

ル期日前投票所 

奈良市東向中町 6番地 

奈良県経済倶楽部ビル 3階会議室 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前9時から午後 8時まで） 

ならファミリー専門

店街 zoro 期日前投

票所 

奈良市西大寺東町二丁目 4番1号 

ならファミリー専門店街 zoro1階らくだ広場 

令和5年4月1日から 

令和5年4月8日まで 

（午前10時から午後8時まで） 

奈良市月ヶ瀬行政セ

ンター期日前投票所 

奈良市月ヶ瀬尾山 2845番地 

奈良市月ヶ瀬行政センター1階市民相談室 
令和5年4月4日から 

令和5年4月8日まで 

（午前8時 30分から午後8時まで） 
奈良市都 行政セン

ター期日前投票所 

奈良市都 白石町1026番地の1 

奈良市都 行政センター1階会議室 

中畑町公民館期日前

投票所 

奈良市中畑町 280番地 

中畑町公民館 

令和5年4月4日 

（午前9時から午前 12時まで） 

米谷町集会所期日前

投票所 

奈良市米谷町 566番地の1 

米谷町集会所 

令和5年4月4日 

（午後3時から午後 6時まで） 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 16号 

 令和 5年4月9日執行の奈良県議会議員選挙における不在者投票の記載場所を、次のとおり定めます。 

令和 5年3月31日 

 奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 140 － 

不在者投票記載場所 期    間 

奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

奈良市役所中央棟1階正面玄関ホール 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前8時30分から午後 8時まで） 

奈良市学園南三丁目1番5号 

奈良市立西部公民館第2講座室（奈良市西部会館 5階） 

奈良市右京一丁目1番地の4 

奈良市北福祉センター大集会室（奈良市北部会館2階） 

奈良市東向中町6番地 

奈良県経済倶楽部ビル3階会議室 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前9時から午後8時まで） 

奈良市西大寺東町二丁目4番 1号 

ならファミリー専門店街zoro1階らくだ広場 

令和5年4月1日から令和5年4月8日まで 

（午前10時から午後8時まで） 

奈良市月ヶ瀬尾山2845番地 

奈良市月ヶ瀬行政センター1階市民相談室 令和5年4月4日から令和5年4月8日まで 

（午前8時30分から午後 8時まで） 奈良市都 白石町1026番地の 1 

奈良市都 行政センター1階会議室 

奈良市中畑町280番地 

中畑町公民館 

令和5年4月4日 

（午前9時から午前12時まで） 

奈良市米谷町566番地の1 

米谷町集会所 

令和5年4月4日 

（午後3時から午後6時まで） 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 17号 

令和5年4月9日執行の奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における本市各投票区の投票管理者及びその職

務を代理すべき者を、次のように選任しました。 

  令和 5年3月31日 

                                            奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

次のよう省略 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 18号 

 令和 5 年 4 月 9 日執行の奈良県議会議員選挙における奈良市役所期日前投票所、奈良市立西部公民館期日前投票

所、奈良市北福祉センター期日前投票所、奈良県経済倶楽部ビル期日前投票所、ならファミリー専門店街 zoro 期日

前投票所、奈良市月ヶ瀬行政センター期日前投票所、奈良市都 行政センター期日前投票所、中畑町公民館期日前投

票所及び米谷町集会所期日前投票所の投票管理者及びその職務を代理すべき者を、次のとおり選任しました。 

 令和 5年3月31日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

次のとおり省略 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 19号 

令和 5 年 4 月 9 日執行の奈良県知事選挙及び奈良県議会議員選挙における、奈良市開票区の開票管理者及びその

職務を代理すべき者を、次のように選任しました。 

  令和 5年3月31日 

                                          奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  



令和 5年 4月 17日 

（月曜日） 奈 良 市 公 報 第 94号 

－ 141 － 

 開票管理者 

 省略 

開票管理者の職務を代理すべき者 

  省略 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 20号 

令和 5年4月9日執行の奈良県議会議員選挙における公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第62条第2項及び第

4項の規定による奈良市開票区の開票立会人を定めるくじを次の日時及び場所において行います。 

  令和 5年3月31日 

                                              奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

  日  時  令和5年4月7日  午前10時10分 

  場  所  奈良市二条大路南一丁目 1番1号 

          奈良市役所  中央棟 地下1階  B1会議室 

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

奈良市選挙管理委員会告示第 21号 

令和 5年 4月 9日執行の奈良県議会議員選挙における本市開票区の開票は、次の日時及び場所において行います。 

  令和 5年3月31日 

                                               奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

 日  時  令和5年4月9日    午後9時30分開始 

 場  所  奈良市法蓮佐保山四丁目 1番3号 

          ロートアリーナ奈良（奈良市中央体育館）  

（令和 5年3月31日掲示済） 

 

農 業 委 員 会 

奈良市農業委員会公示第 1号 

 農地法（昭和 27年法律第229号）第3条第2項第5号については、農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する

法律（令和 4年法律第56号）第 5条の規定により削除されることとなり、令和 5年4月 1日以降、改正前の農地法

第3条第2項第5号に規定する面積の要件が適用されないため、農地法の規定に基づく別段の面積の公示（平成 26

年2月25日奈良市農業委員会公示第 1号）は、令和5年4月1日以降廃止する。 

令和5年3月20日 

奈良市農業委員会長 巽   一 孝  

（令和 5年3月20日掲示済） 

 


